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第１章 序論 
 
１．１．背景及び目的 
 
グローサリー1業界なかでもドライグローサリー2業界では、流通チャネルの中で主導権
を握る企業すなわちチャネルキャプテンが時代と共に変遷してきた。 
第二次世界大戦より前の時代は、卸売業がその座にあった。卸売業主導型流通チャネル
が形成された時代である。当時はメーカーや小売業の企業規模が卸売業に比べて相対的に
小さく、また社会全体の情報化のレベルが低い状況にあった。メーカーや小売業にしてみ
れば、取引先を探すことは現在より遥かに難しかったことだろう。卸売業があって初めて、
メーカーや小売業は、彼らの本業である生産活動や販売活動に注力することができた。「そ
うは問屋が卸さない」という言葉も、流通チャネルにおける卸売業の相対的な地位の高さ
を示すものといえる。 
 第二次世界大戦以降は、全国で商品を販売するメーカーが出現した。いわゆるメーカー
主導型流通チャネルが構築された時代である。大きな力を有し始めたメーカーに対抗する
小売業（ダイエー）の姿を描いた中内功著『わが安売り革命（日本経済新聞社、1969 年）』
などはこの時代の状況を如実に表している。小売業が、メーカー及び卸売業（以下これら
2 つを合わせてベンダーと称することにする）の声に従った経営を余儀なくされた時代で
あった。メーカーは、自社の商品を全国の小売業に届けるべく卸売業の力を最大限活用し
たわけだが、それを効率的に行うように設計されたものが本論文でも考察する取引制度で
ある。わが国の取引制度はこの時代に設計されたため、今なお、メーカー主導型流通チャ
ネル時代の面影を色濃く残したものになっている。 
 そして 1970 年代以降は、チャネルキャプテンは大手組織小売業に手に渡った。チェーン
本部を設置し、多店舗展開する小売業であるから、以下チェーン小売業と呼ぶことにしよ
う。1970 年代以降チェーン小売業の多くは、店舗の全国展開及び品揃えのフルライン化に
着手した。そして巨大なバイイングパワーを手にし、主導権を握り、流通システムの改革
を断行し始めたのである。 
 流通論において良く使用される言葉に「取引依存度」という言葉がある。取引先に対す
る依存度を示すものである。例えば、売り手企業（メーカー：売上高 1,000 億円）と買い
手企業（小売業：売上高 1 兆円）の取引額が 100 億円であったとする。するとメーカーに
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とってこの取引は自社の売上高の 10％を占める取引になるが、小売業にとってはわずか
1％を占めるものにしかならない。つまりあくまでも量的側面に限定した議論ではあるが、
売上高が大きければ大きいほど相手に対する取引依存度を下げられるというわけである。
まさに 1970 年代以降のチェーン小売業は、売上高を飛躍的に拡大させる形で、ベンダーに
対する依存度を下げていった。そしてその結果、様々な流通活動をベンダーに要請し始め
たのである。 
 結果として実現したのが、チェーン小売業主導型流通チャネルである。わが国のみなら
ず欧米諸国でも同様であるが、チェーン小売業の意向が流通チャネルの様々な状況を規定
するようになった。実際に、筆者が現場を見た限りでも、小売業の要望に合わせる形で、
コスト度外視の様々な過剰サービスが、主としてベンダーにより実施されている。物流に
限定しても、多頻度小口配送、短いリードタイム、時間指定納品、ファイブナイン（99.999％）
の納品精度、小売業専用センター近くでの在庫保有といった活動が、日常茶飯事で行われ
ている。 
筆者が行った流通経済研究所（2002）は、チェーン小売業と取引のあるドライグローサ
リーを取扱う卸売業に対して、その実態を尋ねたアンケート調査である（図 1-1）。これを
見ると「受注・配送単位が小さすぎる（81.6％）」、「書面化されていないサービスを要求さ
れる（75.0％）」、「時間指定納品が要求されるのは困る（75.0％）」、「受注・配送頻度が高す
ぎる（56.6％）」「受注から納品までのリードタイムが短すぎる（55.3％）」となっている。
チェーン小売業から要求されるサービスレベルに苦心する卸売業の姿を見ることができる。
そしてこうした状況は今なお変わっていない 3。 
 ベンダーにこうした取組みをさせる大義名分のひとつが、売り場における「欠品率の低
下」に他ならない。多頻度小口発注・輸送の実施、時間指定納品、短リードタイムの要請
は、いずれも売り場における欠品率低下を実現するために要請されるものである 4。そし
てこうした過剰サービスこそが、わが国におけるサプライチェーンコストが割高であると
される要因になっている。実際食品卸売業である伊藤忠食品の専務取締役執行役員の岩城
彰氏も講演の中で「小売業からの行き過ぎた欠品率引き下げ要請がなければ、流通コスト
は劇的に下げることができる」としている（岩城彰（2012））。公正取引委員会（2005）は
チェーン小売業（百貨店、スーパー、コンビニエンスストア等）と取引のあるベンダーに
対しアンケートを行ったものであるが、19.4％のベンダー（メーカー及び卸売業）が「欠
品ペナルティを受けたことがある」とし、67.5％が「欠品の取扱いに関する基準が明確に
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なっていない」と報告している。 
 
 
図 1-1 ドライグローサリーを取扱う卸売業から見た、チェーン小売業との取引の実態 
 
（注 ）各項目に対し、「そう思う（5 点）」「ややそう思う（4 点）」「どちらともいえない（3 点）」「あま
りそう思わない（2 点）」「そう思わない（1 点）」の 5 段階で尋ねた。上記はそのうち「そう思う」
と「ややそう思う」を足したもの。 
（資料）流通経済研究所（2002）をもとに筆者が加筆 
 
 
なぜチェーン小売業は、このように売り場での欠品率低下を実現させるべく、自社のみ
ならず取引先に対しても多大な労力を割くことを要求するのだろうか。欠品率を低下させ
るために、これら施策を実施することは本当に望ましいことなのだろうか。こうした問題
意識をもとに、筆者は数多くの小売業にヒアリングを試みたが、その全てにおいて「現状
の欠品率はすでに低いものの、さらなる欠品率低下を目指している」という見解が聴かれ
た。 
筆者のヒアリングの中で、例えば山梨を基盤とする食品スーパーマーケットであるオギ
ノは、毎月欠品の原因に関する詳細な分析を行っている。欠品の原因を 45 種類に分け、こ
れらを、センターの責任によるもの、メーカー・取引先の責任によるもの、自社の責任に
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（％）
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よるもの、の 3 つに大別し、それぞれに対し対策を講じている。ちなみに同社における 2011
年 12 月の欠品率は、第 3 章第 1 節で定義するカテゴリーレベルで見て 0.30％であった。低
欠品率実現に向けた同社の並々ならぬ思いを感じることができる。こうした状況は、同社
に限らず他の小売業においても一般的な姿になっている。 
近年ではこうした問題が、製配販が今後取組むべき課題として、ようやく議論されるよ
うになった。経済産業省が旗振り役となり 2011 年 5 月に設立された製配販連携協議会など
がその代表例である（表 1-1）。わが国を代表するドライグローサリ ・ーメーカー、卸売業、
小売業が参加している。 
 
 
表 1-1 製配販連携協議会のメンバー 
製： 
メーカー 
アサヒビール株式会社 
花王株式会社 
キリンビール株式会社 
株式会社資生堂 
日清食品株式会社 
P&G・ジャパン株式会社 
ライオン株式会社 
味の素株式会社 
キューピー株式会社 
サントリー食品インターナショナル 
株式会社 
日本コカ・コーラ株式会社 
ユニリーバ・ジャパン・HD 株式会社 
 
配： 
卸売業 
株式会社あらた 
加藤産業株式会社 
株式会社日本アクセス 
三井食品株式会社 
伊藤忠食品株式会社 
国分株式会社 
株式会社 Paltac 
三菱食品株式会社 
販： 
小売業 
株式会社アークス 
株式会社イズミ 
株式会社イトーヨーカ堂 
株式会社コメリ 
株式会社 CFS コーポレーション 
株式会社セブン‐イレブン・ジャパン
DCM HD 株式会社 
株式会社フジ 
株式会社マツモトキヨシ HD 
ミニストップ株式会社 
ユニー株式会社 
イオンリテール株式会社 
イズミヤ株式会社 
株式会社ココカラファイン 
株式会社サークル K サンクス 
スギ HD 株式会社 
株式会社ダイエー 
株式会社ファミリーマート 
株式会社平和堂 
株式会社マルエツ 
株式会社ヤオコー 
株式会社ライフコーポレーション 
（資料）流通システム開発センター、2011 年 3 月末時点 
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製配販連携協議会におけるテーマとしては、 
① 返品削減 
② 配送頻度の削減 
③ 流通 BMS（ビジネス・メッセージ・スタンダード）の普及 
が掲げられている。この中で①において、在庫や欠品に関する議論がなされている。低い
欠品率を実現するために、小売業が様々な流通活動をベンダーに強いているわけで、今や
ベンダー企業にとって、欠品にどう対応するかは非常に大きな問題になりつつある。 
本論文は上述の問題意識に基づき、欠品に関する研究を行うものである。第 2 章でサー
ベイするように欠品に関する既存研究は殆どなされていない 5。このような状況を鑑み、
今後の欠品研究における基礎研究としての役割を担うものと位置づける。すなわちこうし
た問題意識から導かれた、スーパーマーケットの欠品に関する、以下の 3 つのテーマにつ
いて明らかにすることを目的とする。 
 
 
1）欠品率の概念を整理し、機会損失の概念を組み入れた新たな欠品率の推定方法を提案
（第 3 章） 
2）欠品率を所与とした場合に他のロジスティクス政策（本論文では専用センターにおけ
る在庫政策を取り上げた）にどのような可能性が拡がるかの分析（第 4 章） 
3）わが国において低欠品率が実現している背景にあるとされる、わが国特有の取引制度
に関する分析（第 5 章） 
 
 
１－２．本論文の対象 
 
 わが国におけるドライグローサリー・カテゴリーの流通チャネルに関しては、商流 6 及
び物流といった、それぞれの視点から考察することが重要である。なぜならば、これら両
面から見た流通システムが異なるからであり、しばしば商物分離型流通チャネルと称され
るものである 7。 
 図 1-2 は、ドライグローサリー・カテゴリーにおける一般的な流通チャネルを物流の視
点から描いたものである。メーカーや卸売業を介して運ばれてきた商品は、小売業専用セ
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ンターに納品される。そしてそこから共同物流の形で店舗に配送される。チェーン小売業
の多くは、こうした専用センターを開設し、運営している。そしてその先の売り場を含め
た「専用センター及び売り場」（図 1-2 において点線で囲った部分）がチェーン小売業の守
備範囲ということになる。本論文は、主としてこの領域を研究するものである。チェーン
小売業の取引の関係上、ベンダーや消費者も登場するし、それらステークホルダーの視点
を本論文では重視するが、小売業とのインターフェースに関わる分析に限定する。第 5 章
では小売業における低欠品率実現の背景にあるとされる、メーカーの取引制度について考
察する。 
 
 
 
図 1-2 物流の視点から見た流通チャネルと本論文の対象 
 
 
分析対象とするカテゴリーであるが、食品や日用雑貨品といったドライグローサリーと
する。すなわち在庫可能な商品を研究対象とする。したがって、売切りを前提とし、閉店
直前には欠品があることを是とする生鮮 3 品（青果、精肉、鮮魚）や、日持ちのしない商
品（日配品：弁当・惣菜等）などは分析対象外とした。これらは、閉店間際は欠品がある
ことが前提であり、ドライグローサリーとは売り方及び管理の方法が大きく異なるからで
ある。スーパーマーケットでは、タイムセールと称した売り切り値引きが日常茶飯事に行
われている。 
研究対象とするチェーン小売業の業態については、ドライグローサリーを取扱う業態に
メーカー
卸売業
小売業
専用センター
小売業の
売り場
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限定した。ドライグローサリーを扱う小売業には百貨店、ドラッグストア、ホームセンタ
ーなど数多く存在するが、業態による違いは続く研究による課題とし、本論文では最も一
般的な小売業であるスーパーマーケットに焦点をあてることとした 8。総合スーパー、食
品スーパーなどスーパーマーケットの中にも様々な業態があるが、これらをまとめスーパ
ーマーケットした。 
 本論文の研究対象として、欠品と合わせて、欠品と密接に関連する在庫管理に関しても
取扱う。このとき、在庫場所としては、売り場及び専用センターを調査する。このため専
用センターが必要な多店舗展開を行う小売業、すなわちチェーン小売業を研究対象にする。 
 
 
１－３．本論文の構成 
 
本博士論文の構成は以下の通りである（図 1-3）。3 つのパートから構成される。 
 
 
図 1-3 本論文の構成 
 
 
欠品率の研究
テーマ１：欠品研究の基礎第1章：序論
第2章：先行研究
第3章：欠品率に関する研究
第4章：欠品率を所与とした場合の
小売業の専用センターの
在庫政策に関する研究
第5章；低欠品率の背景にある
取引制度に関する研究
第6章：結論
テーマ２：欠品研究の応用
欠品率を所与とした場合の在庫政策
テーマ３：低欠品率の要因
取引制度の分析
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 テーマ 1 は、欠品に関する基礎研究と称し、欠品率の推定方法について扱うものである。
前述したように、そもそも小売業の欠品に関する研究は殆どなされていない 9。対象をド
ライグローサリーとすると、小売業における欠品の定義そのものが難しいこと、小売業に
おけるデータの整備状況が良くなく在庫データを開示している小売業が殆どないこと、な
どが背景にある。本論文では、一般に行われているある一時点（棚卸の時期など）におけ
る欠品率の把握を進め、より厳密な意味での欠品率として、機会損失の概念を考慮した新
たな欠品率を定義し、その算定方法を提案する。欠品率推定にあたっては、POS データ及
びコーザルデータ 10を用いて行った売上予測データと在庫データを使用する。 
 テーマ 2 は、欠品に関する応用研究と称し、欠品率を所与とした場合の小売業専用セン
ターにおける在庫政策のあり方について考察する。現状のようにベンダー企業もチェーン
小売業も、ただ単に低欠品率を目指すのではなく、それを実現するために要している様々
なコストに目を向けることで、サプライチェーン全体で見たコスト低減を図らなければな
らない。テーマ 2 の研究は、その第一歩として行うものである。欠品率の水準を若干緩和
することで、在庫政策はどのような拡がりを見せるか考察する。 
テーマ 3 は、欠品研究の背景にある問題に関する考察である。わが国において店頭欠品
率が低い状態に保たれている最大の理由であるとされる取引制度に関して分析を行う。わ
が国メーカーの多くが採用する取引制度の中に、欠品率の水準を多少緩和しても、サプラ
イチェーン全体でみたコストを削減するアプローチをとるインセンティブがないことを明
らかにする。 
 
 
１－４．欠品を研究する背景 
 
本論文はスーパーマーケットにおける欠品を分析するものであるが、その実態がどうな
っているか、次章以降の分析に先立ち、以下整理しておく。小売業及び消費者に対しアン
ケート調査を行ったが、その概要は付録Ａに記すとおりである。 
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（１）チェーン小売業の視点からの考察 
 
筆者が 2012 年にチェーン小売業 126 社に対して行ったアンケート調査によれば、チェー
ン小売業における店頭欠品の実態は、業態別、売上高規模別、展開する店舗数別にみて、
いずれにおいても 1.00％程度であった 11。また群間差の検定を行ったところ、いかなる層
別の場合でも有意とならず、業態・売上高・展開する店舗数によらず、一様に 1.00％程度
であることがわかった（表 1-2～表 1-4）。 
また「サプライチェーンコストを下げるために、欠品率上昇をどれくらい許容できるか」
という設問に対する回答に関しては、いずれの業態・売上高・展開する店舗数によらず、
基本的には許容できないと考えていることがわかった（表 1-5）。 
 
 
      表 1-2  業態別にみた欠品率における差の検定 
 
（注 1）欠品率は「0.5％未満」「0.5%以上 1.0％未満」のように、0.5％刻みで尋ねた。平均値を
出すにあたり、「0.5%未満」は 0.25％、「0.5%以上 1.0％未満」は 0.75%というように、
それぞれの選択肢の中央値を利用した。表 1-3、表 1-4 も同様。 
（注 2）無記入のもの、不明のものを除いたため、合計社数はカテゴリーによりバラつきがみ
られる。表 1-3、表 1-4、表 1-5 においても同様。 
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表 1-3 展開する店舗数別にみた欠品率における差の検定 
 
 
      表 1-4 売上高規模別にみた欠品率における差の検定 
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表 1-5 サプライチェーンコストが低減する場合に、どの程度欠品率上昇を 
許容できるか尋ねたもの（業態別、店舗別、売上高別考察） 
 
（注 1）サプライチェーン全体でかかるコストを、サプライチェーンコストとした。より厳密に分析する
には「サプライチェーンコストが○％下げるために･･･」のようにその水準を明記する必要がある。 
（注 2）評点は「許容できる（5 点）」、「やや許容できる（4 点）」、「どちらともいえない（3 点）」「あまり
許容できない（2 点）」「許容できない（1 点）」として平均値を出したもの。数値が低いほど、許容
できないことを意味している。 
 
 
（２）消費者の視点 
 
第 2 章で見る、消費者行動論の視点から見た欠品に関する先行研究に従い、購入予定で
あった商品が欠品であった際の消費者の行動を下記の 4 つにパターンに整理する。 
① ブランドスイッチ（メーカーを変えるなど） 
② アイテムスイッチ（サイズや色を変える） 
③ 店舗スイッチ（店舗を変える） 
④ 延期（次回以降の来店時まで、購入を控える） 
実際に消費者がどのような選択をするか、主婦 309 人を対象にしたアンケート調査を実
施した。図 1-4 及び図 1-5 は、そのうちレギュラーコーヒーを購入した経験がある主婦 230
人に尋ねたものである。その結果、①の比率が過半となり、スーパーマーケットの経営に
直接影響を与える店舗スイッチの比率は 10％程度と、他の選択肢に比べて相対的に低いこ
とが明らかになった（図 1-4）。また欠品が生じた場合も、価格プロモーションにより、欠
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品が売上及び利益に与える影響はより小さくできる可能性があることがわかった（図 1-5）。 
 
 
図 1-4 最もお気に入りのレギュラーコーヒーブランドが 
欠品していた場合の行動（割合、N=230） 
 
  
図 1-5 最もお気に入りの商品が欠品していた場合、2番目にお気に入りの 
商品がどれくらい値引きしていたら購入するか（割合、N=230） 
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（３）小売業向けアンケート調査及び消費者向けアンケート調査のまとめ 
 
 欠品研究に関するチェーン小売業及び消費者向けアンケート調査からの知見を整理する。 
チェーン小売業における店頭欠品の実態は、業態別、売上高規模別、展開する店舗数別
にみてもいずれにおいても一様に 1％程度である。この水準が高いか低いかは価値判断に
拠るが、臼井（2009）などに見るように諸外国に比して低い水準であることは確かである。
また筆者が行ったヒアリングでも、メーカーや卸売業の多くがこの水準を低いと考えてお
り、その実現のための対応に苦慮している現状がある。 
一方小売業の多くは現状の欠品率が依然として高いと考え、さらなる低減を目指してい
る。前述したスーパーマーケット・オギノの事例で見た通りである。アンケートを見ると、
「サプライチェーンコストを下げるために、欠品率上昇をどれくらい許容できるか」とい
う設問に対する回答では、基本的には許容できないと考えていることが明らかになった。 
 消費者向けアンケート調査からは、欠品が発生した場合、スーパーマーケットの経営に
影響を与えるストアスイッチの比率は 10％弱と低いことがわかった。欠品が生じた場合も、
価格プロモーションにより、欠品による売上や利益へのダメージをより小さくできる可能
性が高い。ここからいえることは、小売業は欠品に対し、現状ほど神経質にならなくても
良い可能性がある、ということだろう。 
 こうした現状理解をもとに、欠品研究を行うものが本論文である。本論文により、サプ
ライチェーンを構成する各企業は欠品率をどのように把握し、またこれを一定あるいは緩
和することで、ロジスティクス政策上どのような可能性が拡がるか、わかるようになる。
そもそも何故欠品率が低いのか、それを取引制度面にまでさかのぼって分析することで取
引制度改訂の議論に話を展開させることもできる。このような実務的要請に応じて行った
ものが本論文であり、また第 2章においてみるように、欠品に対する先行研究がさほどな
い中で学術的貢献を目指したものである。 
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第 1章の注 
 
1：食料品、日用雑貨品などを総称する言葉。 
2：上記したグローサリーの中で、冷蔵や冷凍を必要としない食料品及び日用雑貨品のこと。
冷蔵、冷凍、生鮮品などを異なり、在庫が可能な商品である。 
3：現在はアンケート実施の 2002 年に比べ、小売業を取り巻く環境はますます厳しくなり
つつある。こうした環境要因もあり、筆者がヒアリングなどを通じて知る限り、チェ
ーン小売業からメーカー、卸売業に対する様々な要請は強まってきている感がある。
なお公正取引委員会はこうした行動のうち行き過ぎたものに関して「優越的地位の濫
用」の名のもとに取り締まっている。 
4：欠品率の定義に関しては、第 3章において述べる。 
5：欠品と表裏一体の関係にある在庫問題、需要予測問題に関する研究は数多く存在する。
その多くは OR のアプローチなどをとっている。本論文も第 3 章及び第 4 章における
研究は主として OR のアプローチを採用するものであるが、しかし欠品発生メカニズ
ムや低欠品率を実現するための需要予測の精緻化などについて第一義的に論じるもの
ではない。在庫問題や需要予測の結果として生じた「欠品」に関し、経営学の視点か
ら知見を抽出することを目的にしている。後述するように、サプライチェーンを構成
する各企業が曖昧に使用している「欠品率」をどのように定義すれば良いか、欠品率
の水準を幾分緩和することで、他のロジスティクス政策にどのような可能性が広がる
か、そもそもわが国で低欠品率が実現する背景には何があるか、といった経営学的の
視点にたった欠品研究は、殆どなされていないのが実情である。 
6：「商的流通」または「取引流通」とも呼ばれる。生産物（商品）がメーカーから消費者
に流通する過程における、所有権や受発注情報の流れをさす。 
7：欧米諸国では商流と物流の流れが一致しており、「商物一致型流通システム」と呼ばれ
る。 
8：百貨店は個店別品揃えを行うケースが多く、スーパーマーケットと異なり自社専用セン
ターからではなく、卸売業の汎用型センターから商品が納品されることが多い。同様
にドラッグストアやホームセンターが取り扱う日用雑貨品や化粧品は、回転率が低い
ものが多く、専用センターを通過型センターとして使用する場合が多い。このため本
論文では、第 4 章において、在庫型専用センターに関する分析を行う都合上、スーパ
ーマーケットに限定することにした。 
9：注 3 参照。 
10：チラシ、エンド、POP など、特売に関するデータのこと。 
11：ここでたずねた欠品率は、カテゴリーレベルでみた欠品率をさす。詳細は第 3 章で数
学的定義を行う。 
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第２章 先行研究 
 
 スーパーマーケットにおける欠品研究に関し、第 1 章で示した本論文の 3 つの研究テー
マの先行研究論文に関するサーベイを行う。3 つの研究テーマとは下記の通りである。 
 
 テーマ 1 
欠品率に関する研究 
 テーマ 2 
   欠品率を所与とした場合の、小売業専用センターの在庫政策に関する研究 
 テーマ 3 
   低欠品率の背景にある取引制度に関する研究 
 
 
 いずれのテーマに関しても、先行研究及びその批判を行った後、本論文の位置づけにつ
いて述べる。 
 
 
２－１．欠品率に関する研究 
 
 欠品率に関する研究としては、 
・流通論及びサプライチェーンマネジメントの視点 
・消費者行動論の視点 
  ・欠品率の水準に関する調査・研究 
・需要予測及び在庫管理に関する研究 
の 4 つに分けて考察する。 
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（１）流通論及びサプライチェーンマネジメントの視点 
 
  ①先行研究及びその批判 
 
流通論及びサプライチェーンマネジメント（以下 SCM）1の視点から見た欠品研究は、
様々な活動の成果指標として欠品率を取り扱うケースが殆どである。複数企業による協働
を推し進め、在庫管理などの取組みを徹底した結果、欠品率が低下した、というような類
である。協働の方向性としては、1）横方向（同業他社同士、たとえば複数メーカーが協働
する場合）、2）縦方向（サプライチェーンを構成するメーカー及び小売業などが協働する
場合）の 2 方向が考えられるが、1）は競争相手同士になるため、どちらかというと 1）よ
り 2）が一般的といえる。 
SCM はサプライチェーンをマネジメントすること、日本語に直せば供給連鎖管理だが、
遡れば Oliver.et.al(1982)が初めてその概念を紹介したのに端を発する。以来正式な定義を
持たぬまま、話し手、書き手により様々に解釈され使用されてきたわけだが、今、最もし
ばしば引用される国際競争力強化センター（The International Center for Competitive 
Excellence）の定義を見ると、「サプライチェーンマネジメントは、顧客に価値をもたらす、
製品、サービス、情報を統合するビジネスプロセス－それらは原材料供給者から顧客に至
る全過程に及ぶが－を統合することである」2となっている。 
SCM の最初の成功事例とされるのは、1993 年に米国グローサリー業界において行われ
た ECR 活動（＝Efficient Consumer Response）である。FMI（米国食品マーケティング協会）
や GMA（食品雑貨工業会）などの団体が、コンサルティング会社である KSA（Kurt Salmon 
Associate, Inc）に調査を依頼したが、それを受けて同社が同年 5 月に発表した報告書が ECR
レポートである。同レポートはその後の同取組みのガイドラインの役割を演じることにな
るが、内容としては、具体的には、効率的な店頭品揃え（Efficient Store Assortment）、効率
的な商品補充（Efficient Replenishment）、効率的な販促活動（Efficient Promotion）、効率的
な新商品開発・導入（Efficient Production Introduction）の 4 領域において、メーカー及び小
売業が協働することで（通称 4 つの E）、サプライチェーン全体で様々なメリットを享受で
きるというものであった。これら 4 つの E を行うことで、欠品率が低下することが記述さ
れている（Kurt Salmon Associates Inc.(1993)）。ちなみに米国で開始された同取組みは、翌
1994 年に欧州に浸透したのを皮切りに、現在では豪州・アジアなどを含めた世界的規模の
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取組みへ拡大するに至っている。しかし欠品に関していえば、その実態を調べた調査は、
誰が、いつ、どのようなスケジュールで行ったものか、また欠品率の定義がどのようなも
のであるか厳密には記されていない。KJR Constulting(2002)も同様である。 
1997 年以降、ECR や QR 活動 3の推進組織であった VICS（The Voluntary Interindustry 
Commerce Standards Associate）により展開されているのが CPFR 活動（Collaborative Planning, 
Forecasting, and Replenishment）である。CPFR とは、取引企業（メーカー及び小売業）が
協働して計画を立て、単一の需要予測を作成し、商品補充を行うことで、SCM の最適化を
実現しようという取組みである。VICS では、1997 年に実施のためのガイドライン “CPFR 
Guideline（VICS(1997)）”を、1998 年にそれに則って進めた先進事例を紹介した“CPFR 
Roadmap(VICS(1998))”を発表しているが、後者にはウォルマート、K マート、ウェグマ
ンなどの大手小売業の事例が掲載されている。そしてそこに、在庫削減や欠品率の低下と
いった成果が紹介されている。例えばキンバリー・クラーク社と K マートの取組みを見る
と、1997 年 1 年間で、在庫充足率が 86.5％から 93.4％に上昇したとされている。在庫充足
率は店頭の棚において商品がどの程度補充及び陳列されていたかを示すもので、欠品率の
水準と密接な関係がある。同レポートはさらに、在庫充足率の上昇をもって欠品が減少し
たと結び付けている。しかし在庫充足率や欠品率の定義はなされていない。 
SCM の取組みの成果として欠品率低下を扱っているものには、SCM に関するソフトを
開発し、それを販売する事業者のパンフレットの類も少なくない。近年では IC タグなどを
作成・販売する事業者の宣伝用パンフレットにもしばしば登場する。しかしこれら資料に
登場する欠品率は、その数値が記載されるだけで、定義は行われていない。 
 
 
②本論文の位置づけ及び意義 
 
 前述したように SCM に関する活動の成果として欠品率低下をうたう論文、書籍及び事
業者のパンフレットの類は存在するが、そのいずれも欠品率をどのように定義したか曖昧
である。 
本論文はこうした限界に応え、欠品率の概念を 3 つに分類し、そのいずれに対しても数
学的定義を行うと同時に、それら 3 つの欠品率の関係性について言及するものである。 
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（２）消費者行動論の視点 
 
  ①先行研究及びその批判 
 
消費者行動論の視点に立った欠品に関する研究は、比較的多くなされている。 
Peckham(1963) は欠品研究の先駆けともいえるものである。A.C.Nielsen に委託する形で
1962 年 9～10 月、スーパーマーケットの買い物客 1,173 人にインタビュー調査を行った。
82％の買い物客が女性であり、買い物頻度は 1 週間に 1 回が 3 分の 1 弱、2 回が約 3 分の 1、
3 回以上が 3 分の 1 強であるとした。また買い物客は 1 回の買い物で平均 13.1 ドル使い、
平均 22品目を購入するといった基礎情報を明らかにしている。その上で、「欠品のために、
今回の買い物で、欲しいと思った商品を手に入れることができなかった」買い物客の比率
は 24％であるとした。4 人に 1 人が、欠品により望む商品を手に入れられなかったという
わけである。さらにこれら 24％の消費者のうち、58％は代替品を購入し、42％は購入を諦
めたとした。同数値は商品全体でみた平均値であるが、同論文ではこれをカテゴリーの視
点まで遡って整理している。先駆的研究でありその意義を高く評価できるが、こちらも前
掲書同様、欠品率の数学的定義は行っていない。 
Progressive Grocer（1968a、1968b）は、「購買しようと思った商品が欠品であったため、
20％以上の消費者が店舗を去った」としている。ある特定小売業をベースに消費者インタ
ビューを行ったものだが、「20％以上の消費者」となっており、数値そのものも幾分厳密性
に欠ける恐れが否めないほか、前述の研究同様、調査の類を脱していない。 
欠品がスーパーマーケットの経営に及ぼす影響すなわち機会損失について研究したもの
が、Walter, C. K. and J. R. Grabner(1975)である。オハイオ百貨店の 10 店に来店した消費者
14,820 人に対し、ある週末の 3 日間、アンケート調査を実施した。後日郵送にて送り返し
てもらう方法で回収数は 1,433 人であった。対象商品は、当時価格規制下におかれていた
酒カテゴリーが選ばれたが、これは価格変動が売上に与える影響を取り除く目的からであ
る。そして欠品に対する消費者の行動として、5 パターンが提示された。「より高価格の商
品購入」「同じ価格の商品購入」「より低価格の商品購入」「異なるサイズの商品購入」「購
買を遅らせる」の 5 つである。さらにそれらの発生確率を求め、機会損失を求めている。
また同年の Walter, C. K. and B.J. LaLonde(1975)は、前掲論文を踏まえた上で、2 つのコス
トモデルを提示し機会費用算出の精緻化に努めている。極めてシンプルなモデルを提示し
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ており、その意義は高く評価できるが、機会損失の算出に関しては、欠品の発生確率を商
品単価に掛け合わせたものにすぎない。また 1970 年代における米国オハイオ州の状況を想
像すると、現代の米国及びわが国に比べ店舗密度は相当低いと思われる。他店へのスイッ
チは 39.9％としている。 
Schary, P. B. and B. W. Becker(1978)は、スーパーマーケットの買い物客 1,167 人にインタ
ビューし、うち 29.4％にあたる 343 人が、「少なくとも 1 回は欠品を経験したことがある」
としている（Schary は翌年、同研究を踏まえた欠品の総括的な論文を発表している（Schary, 
P. B. and M. Christoper(1979)）。 
比較的新しい研究には、Emmelhainz et al.(1991)がある。ディスカウントストアにおいて
4 日間、5 アイテム（A 冷凍オレンジジュース、B 歯磨き粉、C ピーナツバター、D 粗挽き
コーヒー、E トマトソース）を棚から撤去し（欠品状態を創出した）、2,853 人の消費者に
対してインタビューを行ったものである。結果 2,810 人から協力を得、「買おうと思ったの
に手に入らなかった」比率は、A9.0％、B10.2％、C8.3％、D11.8％、E7.9％とした。極め
て大掛かりな実験を行ったものであり、先行研究としてレビューされることの多い貴重な
研究である。 
Verbeke, W., P. Farris and R. Thurik(1998)は、お気に入り商品（preferred brand）に関する
消費者アンケート調査を行っている。欠品に対する行動を、購買を遅らせる、ブランドス
イッチする、当該ブランドを購入すべく店舗スイッチする、といった 3 つの選択肢を設定
し、その組み合わせとして 4 つの仮説を提示している。 
Fitzsimons, G., F.(2000)は、消費者行動論の視点から、当該商品が消費者にとって、認知
集合 4に含まれていた場合、考慮集合 5に含まれていた場合、想起集合 6に含まれていた場
合など、幾つかの場合分けを行うことでその影響をシミュレーションしている。 
 また Laurens, M. S., P. C. Verhoef and P. H. Franses(2005)は、欠品がブランドエクイティに
与える影響について考察している。オランダの消費者を対象に、8 つの小売業における欠
品について調査した。そして衝動買いアイテム(非計画購買商品)に関しては、店舗スイッ
チしやすいことを発見した。 
消費者の視点からみた欠品研究に関し、最初に包括的な研究を行ったものとしては、
Gruen et al.（2002）があげられる。これまでの先行研究を整理した後、4 つの主要スーパー
マーケットの 20 店における 1,600 アイテムを対象に連続 14 日間の調査を行っている。イ
ンタビュー調査だが「欠品のため、購入しようと思った商品が購入できなかった」消費者
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の割合が 7.4％であるとした。しかし主要スーパーマーケットがどのような品ぞろえをする
どのような規模の企業であり、どのようなアイテムを対象にしたものであるかなど、研究
としての厳密性に課題が残る。 
Sloot et al.(2005)も一連の欠品に対する消費者反応を扱った先行研究を整理し、その上で
消費者反応を、ブランドスイッチ、アイテムスイッチ、店舗スイッチ、延期の 4 つに分け、
その要因を分析したものである。主として、ブランドエクイティと商品のヘドニックレベ
ルがその選択に大きな影響を与えたとし、その検証を行っている。 
このように、消費者行動論の視点から見た欠品研究は、これまで比較的多くなされてき
たといえる。 
 
 
  ②本論文の位置づけ及び意義 
 
 消費者行動論の視点から見た調査・研究は、これまで数多くなされてきた。 
 後述するように、欠品率の定義を、 
 1）カテゴリーレベル 
 2）商品レベル 
 3）消費者レベル 
に大別したとき、同視点からの分析は 3）に該当する。本論文は 2）に当てはまるものであ
り、ここで見た消費者の視点からの研究とはアプローチを異にするものである。 
 
 
（３）欠品率の水準に関する調査・研究 
 
 ①先行研究及びその批判 
 
 欠品率の水準に関する調査・研究は、商品レベルから見た欠品であり、本論文と同一の
視点からの分析である。 
Gruen et al.(2002) は、欠品に関する 52 の研究（16 の既存の学術・応用研究及び新規に
行った 36 の研究）を整理している（欠品の実態に関するものは 40 研究）。この論文は 661
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の小売業、32 カテゴリー（CPG カテゴリー）、71,000 人の消費者、29 の国・地域を対象に
しているが、欠品率は全世界で 8.3％、米国で 7.9％、欧州で 8.6％、その他地域で 8.2％と
報告している（日本はその他地域に含まれる）。さらに主要カテゴリーや曜日単位の欠品率、
平均欠品期間など欠品に関する様々な情報を提供している。研究協賛した団体が Food 
Marketing Institute や Grocery Manufacturers Of America といった米国を代表する業界団体で
あり、さらにその成果が大々的に公開されたことで、同研究は欠品に関する研究の代表的
存在であるとの感が強い。欠品研究に対し一石を投じたわけで、その意義は高く評価して
良いだろう。しかし厳密に学術論文の視点から考察すると、40 の研究の多くにおいてその
研究名すら定かでなく、欠品や欠品率の定義もされていないなど課題が残る。同研究は、
あくまでも参考として活用すべきといえる（なお同研究で引用される主要研究の１つが
Grocery Manufacturers Association (2002)である）。 
Andersen Consulting(1996)は、10 の米国スーパーマーケットにおける 11 カテゴリーの月
平均欠品率は 8.2％であるとし、チラシ掲載商品に限れば 15％であるとした。前述した
Gruen et al.(2002)同様、主要カテゴリーや曜日単位の欠品率、在庫回転率の高低による差
異などについても報告している。しかしこの研究は「典型的な午後」を対象にしたとされ
るが、典型的な午後が何時頃であるかを初めとし、具体的な調査の概要が定かでない。 
Stassen, R. E. and M. A. Waller(2002)は、欠品コストを他のコストと等しく扱うことで、
理論経済学（均衡分析）の視点から最適な欠品率水準を求めたものである。論文中では
Progressive Grocer(1992)が調査した Marsh スーパーマーケットの事例を取り上げており、
在庫充足率と他の指標との関連性などについて分析している。しかし同論文は、欠品コス
トと他のコストとの相関（在庫コストが上昇すれば、欠品コストは減少するなど）に主眼
がおかれ、欠品コストの算定方法や、その水準については記述されていない。 
スーパーマーケットの実データ（販売実績データ、在庫データなど）に基づく実証研究
である Aguirregabiria（2004）、Aguirregabiria（2005）は、極めて画期的なものとして評価
できる。実際にスペインの小売業のデータを使用し、分析したものである。しかし例えば
在庫データに関しては月毎のサマリーデータ（平均値）を使用するなど、棚卸データを使
用した場合と変わらないものになっている。 
またその他、各企業が発表する欠品率データなどは存在するが（例えばウォルマートス
トアーズ（米）が発表した RFID Research Center(2005)など）、その定義及び調査方法は必
ずしも明確ではなく、単に数字が記されているケースが少なくない。 
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 わが国小売業に対する調査研究としては、その実態を調査したものに流通経済研究所
（2001、2002）、木島（2012）がある。同じ枠組みの調査であるため流通経済研究所（2002）
を見ると、同調査はスーパーマーケット、コンビニエンスストア、ドラッグストア、ホー
ムセンターに対し、グローサリーカテゴリーにおける店頭欠品率を尋ねている（有効回答
数は 167）。カテゴリーレベルで見た欠品率だが、このうちスーパーマーケット 127 社につ
いて見ると、最頻値は「0.5～1.0％」となっており全体の 34％を占めている。一般的にい
われるわが国小売業における欠品率の低さを示すものといえる。 
商業界（2012）は、ホームセンターにおける欠品率を商品別に出した調査であるが、こ
れはある棚卸調査時の一時点における欠品アイテムの比率を示したものである。臼井（2009）
は、海外への視察チームなどの参加時に数多くのヒアリングを行い、その結果をまとめた
が、店頭欠品率を調べ、米国 3％、英国 3％、日本 1％といった数値を発表している。諸外
国に比べた我が国の欠品率の低さを説明する資料といえる。しかしあくまでもヒアリング
をベースにした調査であり、その詳細は記されていない。また欠品率の定義に関しても触
れていないため、これら数値がどのような意味を持つのか不明である。 
わが国を対象にした欠品研究は、諸外国に比して極めて少ない。わが国における欠品率
が低いため、欠品の現状を分析する必要性があまり大きくなかったことも理由であろう。
第 5 章における取引制度に関する研究のところで述べるように、わが国ドライグローサリ
ー業界では、欧米で見られる小頻度・大ロット配送ではなく、多頻度・小ロット配送が常
態化している。欠品が殆ど発生しない仕組みになっている点も留意しなければならない。
わが国では欠品は許されないものとし、緊急発注や店舗間の横持ち輸送などが日常茶飯事
に行われている。欧米では一般的でない卸売業が、メーカーと小売業者の間にあって、欠
品を発生させないよう、小売業に様々な機能提供していることも背景にあると考えられる。 
 
 
 ②本論文の位置づけ及び意義 
 
 欠品率の水準に関する調査・研究に関しては、商品レベルの欠品率を分析するものであ
り、本論文と同一の視点から研究したものである。ただしその殆どが欠品率の定義すら行
わずに以降の論を進めている。アンケート調査を行ったものは、アイテム単位（商品単位）
で分析を行っているが、その数学的定義は施していない。本論文はこうした限界に応え、
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欠品率の定義を行った。 
 また本論文では、機会費用の概念を組み入れた欠品率についてその算出方法を提案した
が、こうした考えに基づく研究は存在しない。 
 
 
（４）在庫管理・需要予測に関する研究 
 
①先行研究とその批判 
 
在庫管理や需要予測に関しては、オペレーションズリサーチの分野で数多くの研究がな
されている。前述したように、本論文はこれら領域を直接的に扱うものではないが、以下
簡単にこれら分野における先行研究をカバーする。なおこれらの先行研究では、いずれも
「欠品」が直接的に登場するものではない。 
小売業における在庫管理に関しては、Ryzin, G. V. S. Mahajan(1999)がある。店頭在庫の
管理と品揃えとの関係性を論じている。最適化の手法を用いて、最適な在庫量を算出して
いるが、当然品揃えが豊富になれば、売上増効果は見込めるものの在庫管理は難しくなる。
また同じく Koschat, M. A.(2008)は、書籍販売の店頭において、在庫量の多少が売上高に与
える影響について分析している。在庫量が多い方が消費者へのアピールになるため、売上
増効果があるものの、売れ残った場合はマイナスに働く。これらを勘案して、最適な在庫
量を求めている。 
 小売業とベンダー企業における情報共有の必要性について考察したものには、Cachon, G. 
P. and M. Fisher(2000)がある。情報共有することで在庫管理レベルの向上が見込まれるこ
とが記されている。同様に Aviv, Y.(2007)も、小売業とメーカーで需要予測情報を共有する
ことのメリットについて論じている。Chen, L. and H. L. Lee(2009)も、情報共有と発注管理
の在り方について考察している。  
 Nahmias, S. and S. A. Smith(1994)は、物流センター（在庫型センター）と店舗の 2 層モデ
ルにおいて、在庫量をどのようにもてばよいかを分析している。 
 また需要予測に関しては、枚挙に暇がない。小売業における需要予測としては、大石展
緒・二宮政彦（1998）、奥本勝彦（1997）などがある。 
電子商取引推進協議会・ビジネスモデル WG・SCM ビジネスモデル SWG（2001）は、
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企業が SCM（Supply Chain Management）を構築・運用する上で、参考となる先進事例やビ
ジネスモデルを整理したものである。欠品の実態そのものを明らかにしたものではないが、
小売業における欠品の明確な定義を行っている点が高く評価される。店頭在庫が消費需要
量を下回った場合に欠品をカウントするとし、消費需要量の算出には、需要予測を用いる
としている。そして需要予測の手法として 3 つのパターン（ユーザー定義、正規分布、ポ
アソン分布）を設定し、仮説事例によるシミュレーションを行っている。本論文はこの研
究をベースにおくものである。なお同先行研究は欠品状態の定義は行っているものの、欠
品率の定義を行うには至っていない。 
 
 
 ②本論文の位置づけ及び意義 
 
 本論文における研究テーマ１は、機会損失の概念を組み入れた新しい欠品率の推定方法
を提案するものである。需要予測を行い、「本来あるべき売上高」を求める。 
 需要予測手法には、従来の移動平均法、指数平滑法に始まり、非常に多くの方法が存在
する。本論文では Hastie,T., and R. Tibshirani（1990）、Ihaka, R., and R. Gentleman（1996）を
参考に一般化加法モデルを使用した。その精度などに関しては第 3 章において詳述する。 
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２－２．欠品率を所与とした場合の小売業専用センターの在庫政策
に関する研究 
  
 同分野に関する研究としては、 
①小売業専用センターに関する研究 
②在庫政策に関する研究 
 の 2 つに分けて分析を行う。 
 
 
（１）小売業専用センターに関する研究 
 
 ①先行研究とその批判 
 
 小売業専用センターに関するものとしては、中田（1992）、内田（1996）、臼井（2005、
2007）が専用センターの意義と機能について整理すると共に、これまでの発展の経緯につ
いて論じている。なかでも臼井（2005）は近年在庫型センター（以下 DC）が増えてきた
状況を考察し、通過型センター（以下 TC）復権の可能性について講じている。また藤本
（2001）や北山（2006）は、総合スーパーである平和堂が 1995 年に開設した多賀物流セン
ター（DC）について考察している。同センターは、同社がベンダーと協働で CRP（連続
的自動補充）の取組みを行ったことで広く知られるセンターである。しかしいずれもわが
国小売物流に関する先駆け的な貴重な研究であるが、定性的アプローチに終始している。 
 
 
②本論文の位置づけ及び意義 
 
 小売業専用センターに関する研究は、近年定性的アプローチを用いてなされるようにな
ってきた。しかし専用センターのデータを用いてこれを研究するものはない。本論文は、
専用センターの実際のデータを用いた論文である。 
 専用センターにおける在庫の是非は、これまでベンダー、チェーン小売業にとって、頭
を悩ませてきた問題であった。DC から TC に変更し、さらに近年再び在庫型センターに戻
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す企業もあるなど、同問題は誰もが納得する答えを見いだせていない。 
 本論文はこうした状況下、欠品の視点から、専用センターにおける在庫の是非について
論じるものである。実務界への貢献のみならず、学術界への貢献としても、これまでにな
かった分野の研究といえる。 
 
 
（２）在庫政策、在庫理論に関する研究 
 
 ①先行研究とその批判 
  
 目標とする欠品率を実現する望ましい在庫量はどのように求めることができるか、とい
った問題に関しては既に多くの研究がなされている。例えば需要が正規分布に従うと仮定
した場合、安全係数（k(α)）×標準偏差× リードタイム）で求めることができる。
Archibald et al.（1997）、Krame（1994）といった論文はもとより、勝呂（2003、2006）、小
田中（1994）、北原・児玉（1995）、増井他（1998）といった書籍にも、若干形を変えこそ
すれ、在庫管理に関する理論を見ることができる。また黒川の web page （URL http: 
//192.244. 150.43/ lecture/lm/a /05.pdf）にも、欠品率と安心在庫の関係に関する詳細な講義録
が記載されており参考になる。 
 店舗のバックヤードと物流センターという 2 層における在庫の持ち方に関して、OR の
視点からいくつか研究がなされている。Hausman and Erkip（1994）は、売行きが芳しくな
い低需要商品について、在庫拠点は 1層が良いか、多層が良いか論じている。さらに前述
した Nahmias and Smith（1994）は、2層モデルを用いた際、販売機会ロスを最小にする最
適在庫水準について分析している。 
いずれも OR などを初めとする最適化の見地からの研究であり、そこで得られた理論値
（最適値）が実際の値とどう異なるかなど、マーケティングや流通の視点から分析したも
のは存在しない。 
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②本論文の位置づけ及び意義 
 
 前述した通りであるが、これまで定性的アプローチに終始してきた専用センターの機能
に関する先行研究に対し、本論文は初めてデータを用いて分析するものである。 
 
 
２－３．低欠品率の背景にあるとされる取引制度に関する研究 
 
 ①先行研究とその批判 
 
 わが国スーパーマーケットにおける欠品率が諸外国に比して低い理由は、わが国特有の
取引制度にその一因がある。この取引制度は、低い欠品率の実現だけでなく、物流に関す
るサービスレベルが全般的に高い理由として、しばしば指摘されるものである。 
 欠品と取引制度の直接的な関係性を論じたものは存在しない。しかしわが国メーカーの
取引制度について論じたものは幾つか存在するため、それを記すものとする。 
 高橋（2008a、2008b）は、わが国ドライグローサリー業界におけるメーカーの取引制度
の特徴を、特約店制度、建値制度、取引機能割引・割戻し、流通販促費、の 4 つに整理し
た。このうち取引機能割引・割戻しは、貿易用語でいうところの CIF（Cost Insurance and 
Freight）4の概念が採用され、売り手企業が提示する取引価格の中に買い手企業にお届けす
るまでの流通コストを含めるというものである。買い手を小売業とした場合、小売店舗荷
受け口渡し価格（以下店着価格）と称される（根本（2004））。これに対し海外では FOB（Free 
On Board）5の考え方に則り、基本的に物流コストは取引価格に含めず、生販価格にコスト
オンする形がとられている。 
 わが国における制度は流通の視点から見ると、様々な問題を生じさせるものに他ならな
い。流通コスト込みの価格で取引されるということは、買い手企業にしてみれば、提供さ
れる流通サービスのレベルを認識し難くなる。さらにいえば、一定の金額で購入できるの
であれば、買い手企業の合理的な行動は、より高いサービスレベルを要求することになる。
結果わが国では、多頻度小口配送、時間指定納品、99.999％とされる納品精度、売り手企
業に欠品ペナルティを課してまで実現される欠品なしの状態、さらには書面化されていな
い物流サービスなどが、売り手企業から買い手企業に提供されてきたのである。欠品率の
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低さも、根源的にはこうしたメーカーの取引制度の不備に起因すると考えられる。しかし
ながら、わが国小売業における欠品率の低さに関し、これをベンダーの視点すなわち取引
制度の視点から論じたものは存在しない。 
 
 
 ②本論文の位置づけ及び意義 
 
第 5 章における研究は、わが国スーパーマーケットにおける欠品率の低さを、取引制度
の面から分析するものである。適正なサービス水準を実現するためのインセンティブを有
した、購買機能割引について論じる。なおこの購買機能割引について論じた先行研究は存
在しない。もともと取引制度は、相手先企業との取引の在り方を規定するものであるから、
守秘義務の関係上オープンにできないケースが大半であることも理由にあげられよう。本
論文は、これら領域に初めて踏み込んだ研究である。 
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第 2章の注 
 
1：本論文では、これまでメーカー－卸売業－小売業といった一連の取引企業の流れについ
て「流通チャネル」という用語を用いてきた。チャネルは日本語に直すと「販売経路」
であるから、川上から川下に至るそのフローを表したものといえる。これに対しサプ
ライチェーンは、供給連鎖であり、事業者を一本の鎖のように繋ぎ、それが主体とな
ってマネジメントを行うというものである。サプライチェーンマネジメント（SCM）
なる用語は今や一般的であり、浸透したものであるため本章では当該用語を使用する
が、流通チャネルであれサプライチェーンであれ、厳密な意味での相違はない。 
2：「SCM is the integration of business process from end user through original suppliers that 
provides products, services, and information that adds value for customers」とされている。 
3：ECR と同様の取組み。ECR がグローサリー業界で行われたのに対し、QR は繊維業界
で行われた。 
4：消費者が名前を聞かれればわかるという商品の集合 
5：消費者が購買行動前に想い出される商品の集合 
6：購買の選択肢に入る商品の集合 
7：CIF：輸出者が「届け先の国の港に着くまで」の費用を持つ（運賃・保険料込み渡し） 
8：FOB：輸出者は「輸出する国の港につくまで」の費用しか持たない（本船積込渡し） 
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第３章 欠品率の推定に関する研究 
 
３－１．はじめに 
  
 第 1 章第 3 節で述べたが、第 3 章における研究は、続く第 4 章及び第 5 章における研究
の前提ともいうべき基礎研究の性格を有している。そもそも欠品とは何か、欠品率はどの
ように推定できるか、これまで先行研究で明らかにされてこなかった基本的な課題につい
て論じる。 
 欠品率は、1）カテゴリーレベル、2）商品レベル、3）消費者レベル、の 3 つの視点から
捉えることができるが、それぞれに対し数学的定義を施し、その関係性について整理する。
その上で、2）商品レベルで見た欠品率について、機会費用の概念を組み入れた欠品率につ
いてその算出方法を提案する。 
 
３－２．欠品及び欠品率の定義 
  
（１）３種類の欠品率 
 
まず欠品・品切れ及び欠品率の定義を行う。 
 商業経済新聞社（1993）に拠ると、欠品は「売り場にあるべき商品が、販売予定数量を
下回った場合や発注ミス、補充忘れなどにより、売り場における最低陳列量より少なくな
った状態をいう」とある。また品切れについては、「ある商品が最低陳列量を割ってしまっ
た状態のこと。発注ミス、取引先の納入ミスや在庫不足、店の補充忘れ、売れすぎなどで
発生する場合が多い」としている。これを初めとし、欠品と品切れの定義には様々なもの
が存在するが、本論文では欠品及び品切れを同義として用い、欠品なる用語で統一するこ
とにする。本論文のテーマであるスーパーマーケットの店頭における欠品の定義としては、
「ある小売店において、本来あるべき商品が陳列されておらず、本来あるべき販売が実現
されない状況」と定義する。 
 以上の定義を踏まえ、店頭における欠品を数学的に表すと、商品 j に関し時点 t で在庫
を補給した後，時点 t から t+Δtまでに欠品が発生するときに 1、そうでないときに 0 とす
るダミー変数 Dt+△t,j は次のように表現される
1。 
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If 0,,,   jtttjtjt MOS ～ then 1,  jttD  ：欠品が発生している 
       else   0,  jttD    ：欠品が発生していない 
 
ただし、Ｓtj は t 日の終了時点の在庫数量、Ｏtj は t 日の納品数量（発注数量）、 jtttM ,～ は
時点 t から t+Δt までの間に本来あるべき売上数量（欠品が生じていなければ実現していた
売上数量、需要に相当する）を意味する。 
 欠品率の定義は、この欠品という事象に基づいて定義されるべきである。しかし、実務
の世界では、欠品率の求め方は、少なくとも下記の 3 つが存在する。 
・カテゴリーレベル 
・商品レベル 
・消費者レベル 
以下節を改め、それぞれの欠品率の定義を行うものとする。 
 
 
（２）カテゴリーレベルで見た欠品率 
 
カテゴリーレベルで見た欠品率を ),( ΔtttRCAT  と表すことにする。前節で定義した欠品
の定義に従うと、欠品率 ),( tttRCAT  は下記のように計算できる。時点 t から t+Δt まで
の間に欠品がどの程度発生したか示すものである。j はカテゴリー内の商品数を識別する
添え字である。また C はカテゴリー内の商品数を意味する。 
 
 
･･･････････････････････････････････････････････････（1） 
 
 
小売業が行う棚卸しの時点において、100 アイテム中、1 アイテムが欠品していたら、欠
品率は 1％という具合に求められるものである。小売業は 4 半期に 1 度、あるいはより高
い頻度で棚卸しを行っている。コンピュータ在庫（帳在）と実際の在庫（実在）の乖離を
調べ、それを決算に反映させる目的からである。 
C
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（３）t～t+△t の間での商品レベルで見た欠品率 
 
 次に商品レベルで見た欠品率について定義する。これを RPRD（t,t+△t）と表すことに
する。時点 t から t+Δt までの間に欠品がどの程度発生したか示すものである。 
 前節での欠品の発生事象の定義に従うと、RPRD（t,t+△t）は、 
 
RPRD（t,t+△t）＝Pr(St,j＋Ot～t+△t,j -Mt～t+△t,j＜0)･･････････････････････････････････(2) 
 
と定義する。ここで本来の売上高 jtttM ,～ （需要）は確率変数と見なし、その分布関数は
Fj（m|t,t+Δt）とする。すると欠品確率 RPRD（t,t+△t）は 
 
･････････････････････････････････････････････････(3) 
 
と計算できる。本論文ではこの欠品確率 RPRD（t,t+△ t ）を商品レベルで見た欠品率を
呼ぶ。ただし(3)式は、他の欠品率と異なり、単純な欠品事象の集計では推計できないこと
に留意が必要である。
 
また時点 t から t＋Δtの欠品量を、Kt～t+△t＝max（Mt～t+△t,j - St, j- Ot～t+△t,j, 0）と定義
し、その分布関数を Gj（k|t,t+Δt）とする。本章第 3 節以降の分析は、この欠品率の具体
的な計算方法を提案するものである。欠品が発生していない状況では、本来の売上高は実
際の売上高と等しくなり、欠品が発生している状況では、本来の売上高は、実際の売上高
に当該欠品による機会損失分を足したものに等しくなる。 
 
 
（４）消費者レベルで見た欠品率 
 
 消費者レベルで見た欠品率は、消費者が、今回のショッピングあるいは複数回のショッ
ピングにおいて手に入れられなかった経験、あるいは商品数はどれくらいあるか求めるも
のである。消費者が買い物をする際、最も欠品が発生していると仮定した場合の、時点 t
＋Δt における欠品率である。最悪の状態を仮定した算出方法である。 
 消費者レベルの欠品率（商品 j に関し、K 回買い物をする顧客に対する欠品率）につい
),|(1 ,, tttOSF jtjtj 
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ては、買い物時点が次の K 個の半開区間に含まれるとする。 
 
）･･･　　 ttttttttt
kk hhhhhh
 ,[  , ),,[  ),,[
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このとき、消費者レベルの欠品率の上限 RCON,j（t,t+△t）は買い物時点を 
 
 
とした 
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と表すものとする。 
 
 
（５）各レベルで見た欠品率の関係 
 
 カテゴリーレベル及び商品レベルで見た欠品率の関係について触れておきたい。 
商品レベルで見た欠品率が 15％であるとしよう。するとこの欠品がなくなることで、当
該商品の売上高は 15％分増加する可能性があることになる。 
この商品はあるカテゴリーに属し、100 アイテムのうちの 1 アイテムであるとする。100
アイテムのうちこのアイテムだけが欠品していたとすると、カテゴリーレベルで見た欠品
率は 1％になる。 
よってカテゴリー全体で見ると、もし欠品がなければ、近似的に 15％を 100 アイテムで
除した 0.15％分、売上高が増加する可能性があることを意味する。 
 なお消費者レベルから見た欠品率は、当該消費者が、今回のショッピングあるいは複数
回のショッピングにおいて手に入れられなかった経験、あるいは商品数がどれくらいある
か示すものである。この消費者が毎日当該店舗に来て、毎日ある特定の商品を購入すると
すれば、商品レベルで見た欠品率に一致するものである。 
tttttt
Khhh
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 以下、スーパーマーケットのデータをもとに、欠品率の推定方法を提案する。 
 
 
３－３．ts から tf の間での商品レベルの欠品率の計算方法 
 
 本論文は、後述する各種データを使用し、欠品の実態を明らかにする。そのために、前
述したように、「本来今日は幾つ売れたはず」という「本来の売上高（需要、数量ベース）」
を導入する。さらに閉店時点毎に在庫量が観測できるものとする。このため添え字 j は簡
単のため省略する。以下では商品 j を固定して考える。 
まず、t 日の閉店時における在庫数量が 0 である時、本来の売上高 ttM ～1 と販売実績 Qt
の大小関係により、欠品発生の有無を以下のように判別する。以下では、簡単のために
ttM ～1 をMtと記す。同様に t日の閉店時点における欠品量 ttK ～1 をKtと記すこととする。 
St＞0 ならば、Kt＝0 である。 
 一方、St＝0 の時、 
 
 Mt≦Qt ならば欠品は発生しなかった 
 Mt＞Qt ならば欠品が発生した可能性がある 
 
と考えられる。したがって Kt＝max（Mt－St-1－Ot, 0）とみなすことにする。 本論文で
は、上記の欠品が発生した可能性がある日について、関心のある期間の開始時点 ts から終
了時点 tf までの次の合計値 


f
s
t
tt
tKK を、欠品総量と定義する。 
 
欠品率 ),( tttRPRD  は、前節で見たように 
 
)0(P),( r   tttttPRD MOStttR ～ であるから 
 
欠品数量Ｋtは、この欠品確率に本来あるべき売上高であるＭtをかけた 
 
)0(Pr  tttt QMMK ≒  
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となることから、 )1,( ttRPRD は
t
t
M
K
で推計される。従って時間間隔を ts から tf までにし
た RPRD(ts,tf）を 
 






tt
t
t
t
fsPRD
QK
K
M
K
ttR ),（ ･･･････････････････････････････････････････(5) 
 
と推計することが考えられる。 
本来あるべき売上高Ｍt は未知であるため、これを何らかの予測値 Mˆ を構成し置き換え
ることにより、欠品総量の推定値 Kˆ を求めることができる（（6）式参照）。本論文におい
て Mˆ をどのように構成したかは、本章第 4 節で述べる。 
 
 


f
s
t
tt
tt QMK 0,
ˆmaxˆ ････････････････････････････････････････････････････････(6) 
 
 
３－４．使用した原データと分析用データへの加工 
 
分析にあたっては、中規模の食品スーパーのデータを使用した。同スーパーは 5 県に渡
って約 80 店を展開する、年商 2,000 億円クラスの小売業である。 
本論文では、データの整備状況等を考慮した上で、同スーパーの標準的な店舗における
A 商品を選択した。A 商品は、お茶カテゴリーに属する比較的回転率の高い商品である。 
データの概要は表 3-1 に示す通りである。同スーパーマーケットでは、コーザル付 POS
データは 2 年分保管しているが、在庫データは直近 2 ヶ月しか保管していない。 
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表 3-1 使用したデータの概要 
【データの内容】 
・ファイル 1：コーザル付 POS データ（含発注データ） 
  ・コーザルデータのうち使用したものは、客数情報と売価情報。売価のトレンドに 
関しては別途図示する。 
  ・その他、曜日情報を使用。 
・ファイル 2：上記ファイル 1 のデータ＋店頭在庫データ（61 行） 
 
【データ期間】 
・ファイル 1：2003 年 8 月 13 日～2005 年 8 月 13 日 
・ファイル 2：2005 年 6 月 13 日～2005 年 8 月 13 日 
 
 
なお売価に関しては、図 3-1 に示す通りである。定価 138 円で、特売時には 118 円、102
円、98 円の 3 パターンが存在する。 
 
 
 図 3-1 当該商品の売価の推移 
 
（注）横軸はデータのある 2003 年 8 月 13 日から 2005 年 8 月 13 日を日付順に並べたもの 
   縦軸は売価を意味する。 
 
  
0
20
40
60
80
100
120
140
160
1 2
9
5
7
8
5
1
1
3
1
4
1
1
6
9
1
9
7
2
2
5
2
5
3
2
8
1
3
0
9
3
3
7
3
6
5
3
9
3
4
2
1
4
4
9
4
7
7
5
0
5
5
3
3
5
6
1
5
8
9
6
1
7
6
4
5
  
37 
さてまずファイル 1 であるが、POS データが欠落している日、つまり売上がなかった日
のデータを補充し、欠測のない等間隔の時系列データを作成した。 
一方在庫データは、本来売上の立たない日、すなわち POS データが欠落している日であ
っても、ストック情報として毎日記録されるべきものである。しかし実際には、在庫デー
タのメンテナンス日などにデータそのものが欠落しているケースが見られた。この場合、
同データを補完すべく、前述の売上数量算出式を変形し、 
 
tttt OQSS 1＝ ･････････････････････････････････････････････････････････････(7) 
 
により算出した。さらに前日のデータが欠落している場合は、翌日のデータを用いて、 
 
tttt OQSS   11＝ ･･･････････････････････････････････････････････････････････(8) 
 
により補完した。 
なおファイル 1（コーザル付 POS データ）における販売データと、ファイル 2（在庫デ
ータ）から算出した販売実績が一部一致しないものも見受けられたが、 
①レジにおけるスキャンミス、 
②紛失 
③返品等のスキャンミス 
など様々な可能性が考えられる。その場合は元々あるデータを使用するものとした。 
 
 
３－５．分析結果と考察 
 
（１）需要予測式の推定 
 
 本論文で対象とする A 商品の、2003 年 8 月 13 日から 2005 年 8 月 13 日における売上数
量の推移は図 3-2 に示す通りである。図 3-2 より、①長期的に成長トレンドにある、②夏
場に売れる傾向がある、といった特徴がわかる。 
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図 3-2 Ａ商品の売上数量の推移 
 
 
 そこで同商品の売上予測に関しては、POS データ（売上数量）にポアソン分布を想定し
た、対数加法モデルを統計ソフトウェア R.2.11 を用いて当てはめた 3。 
 ここで、加法モデルのノンパラメトリック項として導入したのはトレンド項のみであり、
その他の項すなわち曜日、売価、来店客数については、パラメトリック項として導入した。 
 ここでトレンドをノンパラメトリック項としたのは、トレンドに関する合理的な想定が
見出せないこと、一方で、トレンドに関して十分柔軟な回帰関数を適合させる必要があっ
たからである。もちろん、当てはめ後の残差の系列相関などの情報を利用すれば機会損失
推定の精度向上は期待できる。基本的に今回は、売上影響を説明するために取り上げた要
因の網羅性が十分であると仮定した場合に、機会損失の期待値が一致推定でき、かつ要因
効果も明確に判断できるモデルの中で比較的単純なモデルを採用したものである。 
 
ここで扱う商品の売上実績 Qt の期待値を Pt とする。ここでは Pt を Mt とみなして、以
下の一般化加法モデルをあてはめることで、あるべき売上高を推定した。Pt≒Mt である。 
 
2
3210 )( )(Elog numbernumberpricetfyobiP yobit ･･･・＝   ･･･････････(9) 
 
ただし Pt は本来あるべき売上数量 Mt を若干過少評価したものであることに注意が必要で
ある。なぜならば当日在庫が 0 になった場合は両者が異なる可能性があるからである。 
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もちろん当日在庫量の情報が利用できれば、当日在庫が 0 にならないデータのみを用い
てモデルの当てはめを行うべきであるが、利用可能なデータにおいては、当日在庫の情報
があるのは直近 2 ヶ月のみであるため、この種の扱いを行った。 
記号の意味は次のとおりである。 
 
yobi     ：該当する曜日のフラグ変数 
Price  ：該当する日の売価 
Number ：該当する日の来店客数 
f(t)  ：売上数量の長期トレンドを表すノンパラメトリック項 
 
需要予測式は（9）式で算出した需要予測モデルから下記のように定義した。 
 
2
3210
ˆˆˆ)(ˆˆ)ˆ(Elog numbernumberpricetfyobiP yobit ･･･・＝   ･･････････(10) 
 
モデル当てはめの結果、同モデルの自由度調整寄与率は 25.6％となった（CFI＝0.409）。
UBRE score は 4.9798 となった。各回帰係数の推定結果とその有意性に関する検討は表 3-2
に示した。 
 
表 3-2 パラメトリックな要因の分析 
    推定値 標準誤差 z 値 P 値 
yobi 曜日 月  
 
 
Ψyobi 
0.0000 （月曜日を 0 と制約） 
  火 
水 
木 
金 
土 
日 
0.4013 
0.0062 
0.5517 
0.2892 
0.3607 
-0.4470 
0.1318 
0.1409 
0.1251 
0.1220 
0.1321 
0.1626 
3.046 
0.044 
4.410 
2.371 
2.731 
-2.749 
 0.00232** 
 0.96484 
 0.00001*** 
 0.01772* 
 0.00631** 
 0.00598** 
price 売価 β1 -0.0218 0.0078 -2.797  0.00516** 
number 客数 β2 0.0046 0.0008 5.720  0.00000*** 
number
2
 客数 2 β3 -0.0000 0.0000 -5.037  0.00000*** 
（注）有意水準は、 ***は 0.001、 **は 0.01、 *は 0.05、 .は 0.1 を示す。  
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 β0 ：切片項 
Ψyobi ：曜日のフラグ変数に対応する回帰係数 
β1 ：売価の回帰係数 
β2 ：客数の回帰係数 
β3 ：対数客数の二乗項に関する回帰係数 
 
 
各変数に関しては、曜日は月曜日に対し、木曜日が 0.1％水準、火曜日、土曜日、日曜日
が 1％水準、水曜日が 5％水準で有意となった。客数及び客数の 2 乗項も 0.1％水準、売価
は 1％水準で有意となった。需要予測に関し、これらの変数が有効であることがわかった。 
なお、モデルに組み込んだ長期トレンドのノンパラメトリック項は、スプライン関数で
推定したが、その偏回帰プロットは図 3-3 に示す通りである。横軸に t をとり、実線は要
因効果の当該期間全体での合計を 0 に調整した場合の要因効果のパターンの推定結果、点
線はその近似 95％信頼区間を表す。季節性（夏の消費の増大）と長期にわたる消費の増大
傾向が観察される。図 3-4 は実際のデータと観測値をプロットしたものである。ノンパラ
メトリックトレンドの有意性については表 3-3 に記したとおり、高度に有意となった。 
また図 3-5 は、はこひげ図を用いて、予測値が実測値とどれだけ乖離しているか示したも
のだが、5 個以上外れたものは上方には 5 つ存在したが、下方にはゼロであった。 
 
図 3-3 売上の経時変化を示すスプライン関数 
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  図 3-4 観測値及び推定値の状況 
 
 （注）図における緑色の点は観測値を、赤色の点は推定値を表す 
 
 
 
表 3-3 ノンパラメトリックトレンドの仮説検定 
実効自由度 
カイ二乗 
推計統計量 
P 値 
8.271 8.848 ＜0.000*** 
（注 1） (10)式において仮説 f(t )=0 に対する検定を行ったもの  
（注 2）有意水準は、 ***は 0.001 を意味する。  
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図 3-5 予測値の状況 
 
 
（２）欠品率の推定 
 
ファイル 2 すなわち、在庫データが存在する 2005 年 6 月 13 日から 8 月 13 日までの 2
ヶ月間にわたって予測を行ったものが表 3-4 である。欠品の定義(1)式により、閉店時在庫
数量が 0 の場合に売上実績が予測値を下回ったものを合計すると、207.0 個になる。欠品が
なければ販売されていたと思われる数量である。 
実際に販売した数量は1,224個であるから、欠品率Rは、(5)式より293.0を(293.0＋1,224)
で除して 19.3％となる。つまり欠品がなければ、当該店舗では、当該商品の売上高が約 19％
増加した可能性があると推定される。 
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表 3-4 欠品（＝販売機会ロス）の算出 
 
（注）価格に関しては、本章末の注 4 を参照されたい。 
20050613 月 98 1311 0 0 19 2.49 0 19
20050614 火 98 1302 48 17 17 2.34 31 0
20050615 水 98 1691 0 31 23 2.91 0 -8
20050616 木 98 1295 24 24 21 2.78 0 -3
20050617 金 98 1406 0 0 25 3.26 0 25
20050618 土 98 1644 72 20 30 3.91 52 10
20050619 日 98 2274 0 27 35 4.70 25 8
20050620 月 98 1290 0 14 20 2.94 11 6
20050621 火 98 1392 96 17 19 2.89 90 2
20050622 水 98 1787 0 17 25 3.67 73 8
20050623 木 98 1335 0 15 23 3.38 58 8
20050624 金 98 1397 0 24 27 3.90 34 3
20050625 土 98 1538 24 58 31 4.50 0 -27
20050626 日 98 2339 0 0 38 5.81 0 38
20050627 月 98 1115 0 0 20 3.32 0 20
20050628 火 98 1427 48 20 21 3.49 28 1
20050629 水 98 1751 0 27 27 4.30 1 0
20050630 木 98 1450 48 21 26 4.27 28 5
20050701 金 98 2897 0 28 51 9.80 0 23
20050702 土 98 1527 24 17 33 5.36 7 16
20050703 日 98 1850 0 7 34 5.65 0 27
20050704 月 98 1125 0 0 22 3.91 0 22
20050705 火 98 1287 48 12 22 3.87 36 10
20050706 水 98 1894 0 9 31 5.50 27 22
20050707 木 98 1232 24 15 25 4.56 36 10
20050708 金 98 1345 0 26 30 5.42 10 4
20050709 土 98 1787 0 10 40 7.22 0 30
20050710 日 98 2046 0 0 40 7.30 0 40
20050711 月 98 1282 0 0 25 4.87 0 25
20050712 火 98 1270 48 6 23 4.52 42 17
20050713 水 98 1713 0 15 31 5.93 27 16
20050714 木 98 1281 24 10 28 5.49 41 18
20050715 金 98 1373 0 18 33 6.48 182 15
20050716 土 98 1779 0 37 43 8.50 145 6
20050717 日 98 1985 0 39 42 8.40 106 3
20050718 月 98 1792 0 43 34 7.48 63 -9
20050719 火 98 1322 96 17 26 5.41 142 9
20050720 水 98 1748 0 25 34 7.09 117 9
20050721 木 98 1312 0 19 31 6.54 98 12
20050722 金 98 1365 0 8 35 7.58 90 27
20050723 土 98 1612 96 39 43 9.22 147 4
20050724 日 98 2324 0 30 52 11.35 117 22
20050725 月 98 1409 0 19 31 7.09 98 12
20050726 火 98 1162 0 6 25 5.89 92 19
20050727 水 98 1616 0 20 34 7.78 72 14
20050728 木 98 1695 72 32 39 9.35 112 7
20050729 金 98 1205 0 17 35 8.27 95 18
20050730 土 98 1813 72 13 51 11.85 154 38
20050731 日 98 1935 0 30 48 11.29 124 18
20050801 月 98 3057 0 35 62 17.01 89 27
20050802 火 98 1176 24 16 28 6.87 97 12
20050803 水 98 1542 0 17 36 8.75 80 19
20050804 木 98 1274 0 20 35 8.71 60 15
20050805 金 98 1356 0 23 41 10.24 37 18
20050806 土 98 1668 48 51 51 12.86 34 0
20050807 日 98 1975 0 23 53 13.35 11 30
20050808 月 98 1347 0 11 35 9.26 0 24
20050809 火 98 1428 72 33 34 8.93 39 1
20050810 水 98 1575 0 23 39 10.29 16 16
20050811 木 98 1496 24 32 42 11.26 8 10
20050812 金 98 2435 0 27 69 19.67 74 42
20050813 土 98 2562 48 14 78 21.98 64
1224 293
予測値
-POSﾃﾞｰﾀ
price number 発注量 POSデータ 予測値
閉店時
在庫数量
2SE
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３－６．本章のまとめ 
  
 本章では分析に立ち入る前に、まず欠品の定義を行った。 
商品 j に関し時点 t で在庫を補給した後，時点 t から t+Δt までに欠品が発生するときに
1、そでないときに 0 とするダミー変数 Dt+△t,jを次のように表した。 
 
If 0,,,   jtttjtjt MOS ～ then 1,  jttD  ：欠品が発生している 
else      0,  jttD  ：欠品が発生していない 
 
ただし、Ｓtj は t 日の終了時点の在庫数量、Ｏtj は t 日の納品数量（発注数量）、 jtttM ,～
は時点 t から t+Δt までの間に本来あるべき売上数量（欠品が生じていなければ実現してい
た売上数量、需要に相当する）を意味する。 
 本論文では上記した欠品の定義に基づき、欠品率の定義を行った。下記の 3 つに対して
である。その上で、これら 3 つの欠品率の関係について分析した。 
・カテゴリーレベル 
・商品レベル 
・消費者レベル 
  このうち商品レベルでみた欠品率の定義に従い、スーパーマーケットのコーザル付 POS
データ（含発注データ）を用いて需要予測を行い、その需要予測データと店頭在庫データ
から、機会損失の概念を組み入れた新たな欠品率の推定方法を提案したものが、本章にお
ける研究内容である。 
 実際の流れとしては、まず分析対象である A 商品の需要予測を行った。①長期的に成長
トレンドにある、②夏場に売れる特徴がある、といった特徴を考慮し、POS データにポア
ソン分布を想定した対数加法モデルをあてはめた。なお同モデルでは、ノンパラメトリッ
ク項としてはトレンド項のみを導入し、その他の項すなわち曜日、売価、来店客数につい
てはパラメトリック項とした。 
 次に欠品率の定義に従い、閉店時在庫数量が 0 の場合に、売上実績が予測値を下回った
ものを、欠品がなければ販売されていたと思われる数量すなわち機会損失であると考え、
これを実際の売上高及び機会損失量の合計で除し、新たな欠品率とした。 
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第 3章の注 
 
1：本博士論文は、スーパーマーケットにおける欠品について研究するものである。スーパ
ーマーケットにおける欠品は、段階でみると、①店頭段階、②バックヤード段階、③
専用センター段階の 3 つに大別できる。本章では店頭欠品について分析するものであ
るが、上記①と②をあわせて店頭欠品とした。今回の研究で利用したデータ（一般的
な POS データ）からは①と②が区別できないためであり、店頭段階で欠品が発生した
場合（あるいは欠品しそうな場合）は、即座にバックヤード在庫が充当されると仮定
し、従業員の怠惰等による陳列のし忘れなどはないものとした。 
2：この場合は、本来あるべき売上高 jtttM ,～ ＝0 の場合である。 
3：本論文の意義は、機会損失の概念を組み入れた新たな欠品率の定義を提案することにあ
るため、需要予測モデルとしてどれを採用するか、またその精度向上に関しては二義
的な位置づけとした。今回はいくつか他のモデルも試し、最もあてはまりが良かった
ことから同モデルを採用した。 
4：同表における価格は、全て 98 円になっている。この時期を通じて、月間特売のような
状況であったと推測できる。実際は過去 2 年における状況を見ると、図 3-1 に示すよ
うに、定価 138 円、特売時は 118 円、102 円、98 円の 3 パターンが存在する商品であ
ることがわかる。 
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第４章 欠品率を所与とした場合の小売業専用センターの
在庫政策に関する研究 
 
４－１．はじめに 
 
 本論文は、スーパーマーケットにおける欠品について分析するものである。第 4 章では、
欠品に関する応用研究と称し、ベンダーとの接点ともいうべき、小売業専用センターに焦
点をあてる。具体的には、欠品率を所与とした場合の小売業専用センターにおける在庫政
策のあり方について考察する。 
 実際の世界では、低欠品率を実現するために、売り手及び買い手企業は様々な取組み行
っている。要はコストアップ要因となり、利益の出にくい状況になっている。 
 本章ではこうした現状に焦点をあて、欠品率を所与とした場合に他のロジスティクスは
どのような可能性があるか、在庫政策を例にその拡がりについて分析する。 
 
 
４－２．サプライチェーンにおける小売業専用センターの位置づけ 
 
わが国チェーン小売業の多くは自社専用センターを開設し、運営している。詳細は寺嶋
（2008）に整理したが、10 店舗以上の店舗を展開する加工食品を取扱う小売業の 89.7％、
酒類を取扱う小売業の 76.5％、日用雑貨品を取扱う小売業の 88.2％が自社専用センターを
有している。また公正取引委員会（2005）によると、小売業の 78.9％が自社専用センター
を開設しており、そのうち 3.4％が「全ての取引先納入業者が同センターを利用している」、
65.9％が「一部を除く殆どの取引先納入業者が同センターを利用している」としている。
今や多くの小売業が自社専用センターを開設し、ベンダーもそれを望むと望まざるとに関
わらず利用している。 
小売業専用センターは、TC（Transfer Center:通過型センター）と DC（Distribution Center；
在庫型センター）に大別される。業態やセンターの取扱額（センター通貨額）などにより、
TC にするか DC にするか、望ましい選択肢が異なってくる。例えば大手小売業の加工食品
カテゴリ （ードライグローサリー・カテゴリーに含まれる）を見ると、イオンはセンコー、
日立物流、福山通運等の 3PL に、イトーヨーカ堂は伊藤忠食品、菱食、三井食品等の卸売
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業に、ユニーは食品小売業の伊藤忠食品等に運営委託する形でいずれも DC を展開してい
る。またコンビニエンスストアの多くも DC を開設している。食品スーパーのサミットや
エコス、関西スーパー等が TC を展開しているが、大手小売業の多くは DC を志向してい
る。店頭欠品等を最小限に抑えるため、店舗近くに専用センターを構え、そこに十分な商
品を保管している。 
 なお DC の場合、イオン等に見られるように、その専用センターに納めた商品の所有権
は、依然としてベンダーが担っているケースが少なくない。小売業の店舗から発注があり、
専用センターから店舗に向けてトラックに載った時点で、初めて小売業に所有権が移ると
いう仕組みである。小売業にしてみれば、所有権移転の時期をギリギリまで先延ばしにす
ることで、過剰在庫や欠品に対するリスクを、できるだけヘッジした仕組みといえるだろ
う。本研究の分析対象であるチェーン小売業の専用センターにおける在庫の位置づけも同
様である。 
専用センターにおけるベンダー所有の商品は、一般に預託在庫または預かり在庫と呼ば
れる。そしてこれにより、小売業の多くは専用センターにおける在庫削減インセンティブ
を持たなくなり、過剰なまでの在庫保有をベンダーに要請するようになった。つまり小売
業は専用センターを設置することで、店頭における欠品を最小限にすることができる上、
販売できなかった場合の返品・廃棄ロスは、基本的にはベンダーが負担してくれる仕組み
を手に入れたわけである。その結果、必要以上に多くの商品が、販売動向に関わらず専用
センターに保管されることになった。 
専用センターを TC（通過型センター）にするか DC にするかは、ドライグローサリー業
界において古くから議論されてきた主要なテーマの１つであるが、依然として明確な答え
は出されていない。本章における議論は、こうした問題に対し、欠品研究の立場からある
方向性を導出しようというものである。チェーン小売業の売り場における目標欠品率を所
与とした場合に、専用センターはどのように活用すべきか、また活用することが可能か考
察する。在庫の持ち方に関して考察した 1。 
 
 
４－３．センターフィー問題 
 
ドライグローサリー・カテゴリーにおけるサプライチェーンを示すと図 4-1 になる。①
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メーカーから直接、②卸売業の汎用センターを経由、の違いはあるが、いずれも小売業が
品揃えする商品の大半は小売業専用センターに届けられ、その後店舗に配送される。 
小売業専用センターの利用メリットは、ベンダー（卸売業及びメーカー）から小売業の
店舗への納入トラック台数は大幅削減され、バックヤード在庫も減少し、またカテゴリー・
通路順別一括納品により商品補充業務が効率化するなど、小売業にとっては図り知れない。
このため、ある程度の規模を有する小売業が自社専用センターを開設することは当然の帰
結といえる。 
 
 
 
図 4-1 ドライグローサリー・カテゴリーにおける一般的なサプライチェーン 
 
 
 しかしその一方で、商流上は店舗荷受け渡し価格（店着価格）によって仕入れ価格が仕
切られているケースが多いため、物流上の動き、すなわち商品を専用センター渡しする現
状との乖離が大きな問題になっている。センターフィー2問題である。商物分離の状況があ
る以上、センターフィーの発生そのものは仕方がないが、料率設定の不透明さや、算定根
拠の開示の有無等が指摘されている。なお、店着価格を始めとする、ドライグローサリー
業界における一般的な取引制度については、第 5章で考察する。 
 このように、実はサプライチェーン全体の視点からみると、専用センターに関連する問
題は枚挙に暇がないのだが、本論文はこの専用センターに関し在庫の視点から考察するも
のである。在庫問題から考察する場合、果たして専用センターを開設し、運営する必要性
は見られるだろうか。対象カテゴリーとしては、スーパーマーケット（総合スーパー、食
品スーパー等）に品揃えする在庫可能な商品、すなわちドライグローサリー・カテゴリー
とする。 
 具体的な流れとしては、まず標準的な大手小売業における販売データ（POS データ）を
メーカー
小売業
専用
センター
店舗
卸売業
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用いて店頭における目標欠品率を達成するための理論的な最適在庫水準を求めた。そして
それが実際の在庫水準とどのように乖離しているか考察した。目標欠品率を達成するには、
多くの商品は店頭在庫だけで十分であり 3、敢えて専用センターに在庫する必要がない可
能性が高いことを明らかにする。 
 
 
４－４．理論的在庫水準の決定方法 
 
理論的な在庫水準は、サイクル在庫（循環在庫）と安心在庫の２つを足し合わせること
で求められる（図 4-2）。 
サイクル在庫は、平均的に所有しているであろう在庫量のことであり、（最大在庫量－最
小在庫量）/2 で求められる。 
 一方、安心在庫は、在庫変動すなわち在庫量の減少が一様でないため、その結果生じる
不確定な状況に対応するための在庫である。需要変動または補充期間の不確実性を吸収す
るための在庫である。安心在庫を算出するには、需要量の分布の上側 α点を用いれば良い。
ただし以下では簡便化のため、需要分布が正規分布であると仮定し、k(α)は標準正規分布
の上側 α 点を用いている 4。図 4-2 は、サイクル在庫と安心在庫の概念を示したものであ
る。安心在庫の求め方は、表 4-1 に整理した。 
 
 
図 4-2 在庫変動とサイクル在庫及び安心在庫のイメージ図 
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表 4-1 安心在庫の求め方 
 
安心在庫＝安全係数（k(α)）×標準偏差×（リードタイム＋発注間隔）1/2 
α  ：欠品率 
k(α) ：欠品率が α の時の安全係数 
標準偏差：単位期間当り需要量の標準偏差 
 
 
 
４－５．使用したデータの概要 
 
 中規模の食品スーパーのデータを使用する。同スーパーは 5 県に渡って約 80 店を展開す
る、年商 2,000 億円クラスの小売業である。 
 本論文では、データの整備状況等を考慮した上で、比較的回転率の高い商品が属する日
本茶カテゴリーを対象とする（ウーロン茶等は含まない）。ペットボトルの形状で販売され
ているものに限定する。 
データの概要は表 4-2 に示す通りである。なお POS データは売上げのあった日のみ記録
されるが、在庫データは売上げのあるなしに関わらず毎日記録される。本論文ではファイ
ル 1 とファイル 2 を統合し、売上げのない日は販売実績 0 として取扱うものとした。 
なお、店舗レベルの分析は、1 店舗当りの状況を考察するものである。一方、専用センタ
ーはこれら全店の商品を集約して取扱うセンターである。 
 
表 4-2 使用したデータの概要  
【データの内容】 
・ファイル 1  ：POS データ（全店データ） 
・ファイル 2  ：店頭在庫データ（全店データ） 
・ファイル 3  ：専用センターの入出荷データ 
・ファイル 4  ：専用センターの在庫データ 
【データ期間】 
・ファイル 1～4 ：2 ヶ月間 
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４－６．分析結果と考察 
 
（１）商品の回転率に関する確認 
 
 約 80 店舗に品揃えされた日本茶カテゴリ （ーペットボトルタイプ）は、夏場 2 ヶ月間で
97 商品が販売された。ここでいう商品とは SKU（=Stock Keeping Unit）である。  
この 97 商品には新商品の試行販売の要素が強いもの、一部店舗でのみ扱っているもの、
対象期間の途中から取扱うようになったもの（新商品等）、対象期間の途中で取扱いを中止
したもの（終売商品等）など様々なものが含まれている。そこで本論文では対象期間とす
る 2 ヶ月の間途切れることなく取扱いがあり、さらに 10 店舗以上で品揃えされている商品
45 商品に限定することにした。 
これら 45 品目の売上 ABC 分析（金額ベース）を行うと図 4-3 のようになる。最も売上
高の大きい 1 商品でシェア 11.6％を占め、上位 40％の商品（18 商品）で同 82.3％を占める。
逆にいえば、下位 60％の商品で 18％弱のシェアしか確保できていないことになる。ある特
定カテゴリーに属する商品には、売行きの好調な商品（回転率の高い商品）がある一方、
芳しくない商品（回転率が低い商品）があることがわかる。 
 
 
            商品（45 アイテムを売上げ順に並べたもの） 
図 4-3 お茶カテゴリー（ペットボトル）における売上ＡＢＣ 
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 なお本論文では商品を 2 グループに分け、売上げの上位 80％を占める 18 品目を売れ行
きの高い商品、残り 27 品目を低い商品とした。またお茶カテゴリーの売行きを規定する要
因として、容量（サイズ）を考慮した。500ml 未満をタイプ a、500ml 以上 2l 未満をタイ
プ b、2l 以上をタイプ c としたが、これは 500ml であれば個人による購入がメインである
と想定される一方、2l であれば家庭やグループでの購入が想定されるなど、同じカテゴリ
ーであっても消費者の買い物行動に違いがあると考えたためである。 
 
 
（２）店頭及び専用センターにおける在庫状況 
 
 店頭及び専用センターにおける在庫状況は、店頭在庫データ及び専用センターのデータ
により把握した（表 4-3）。 
 
 
表 4-3 店頭及び専用センターにおける在庫状況 
 
 （注）19～45 位の商品に関しては、売上が低迷しているため、これらをサイズごと（タ
イプ a、タイプ b、タイプ c）に同一商品であるとみなして統合した。 
  
店頭在庫
売上高順 平均 平均
（金額ベース） 容量 タイプ 在庫量 売上個数
個 個 日
1 2l c 68.1 14.5 15.8 4.7 7.6 12.3
2 500ml b 113.3 19.0 34.7 6.0 9.9 15.8
3 500ml b 106.9 18.0 30.1 5.9 7.0 13.0
4 500ml b 97.3 14.8 30.0 6.6 7.4 14.0
5 2l c 52.5 7.3 20.4 7.2 店舗直送 -
6 500ml b 72.1 10.6 12.1 6.8 店舗直送 -
7 500ml b 55.4 10.4 11.2 5.3 8.8 14.1
8 500ml b 69.5 9.8 11.8 7.1 14.5 21.6
9 2l c 28.4 5.1 6.7 5.6 8.9 14.5
10 2l c 33.6 6.6 18.1 5.1 7.4 12.5
11 2l c 36.5 6.1 15.7 6.0 8.3 14.3
12 500ml b 62.1 8.4 11.3 7.4 店舗直送 -
13 2l c 40.5 4.6 8.9 8.7 47.0 55.8
14 2l c 28.5 3.8 4.1 7.5 9.5 17.0
15 495ml a - 9.7 12.9 - 店舗直送 -
16 490ml a 92.4 8.4 15.9 11.0 10.0 21.0
17 300ml a 56.6 5.6 7.3 10.2 新商品 -
18 350ml a 54.3 4.1 6.1 13.3 13.0 26.3
19～45位の商品
　タイプa：500ml未満 a 119.1 4.6 11.0 26.1 21.8 48.0
　タイプb：500ml以上2l未満 b 31.6 3.6 6.0 8.7 14.8 23.5
　タイプc：2l以上 c 23.5 2.9 5.0 8.2 9.8 18.0
標準偏差 在庫日数 センター
在庫日数
合計
在庫日数
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表 4-3 をみると、お茶カテゴリーで一番売れている商品は、店頭在庫が 4.7 日分、セン
ター在庫が 7.6 日分、合わせて 12.3 日分保管されている。およそ 2 週間弱の消費を充足さ
せる量といえる。在庫日数は平均在庫量を平均売上個数（日販）で除することで算出した。 
なおメーカーによってはマーケティング戦略上、小売業の専用センターを経由させずに
直接店舗納品するケースがある外、新商品で在庫量が把握し切れていないものもあるため、
センター在庫日数に関するデータの一部は欠損値となった。 
分析にあたり、売上高上位 80％の商品（18 商品）はその動向を個別に記述したが、下位
20％の商品は、前述した通り、タイプ a、タイプ b、タイプ c に集約することにした。 
 
 
（３）理論的在庫水準との乖離 
 
 理論的な在庫水準は、前述の通り、①サイクル在庫、②安心在庫、の 2 つに分けて計算
し、それを足し合わせることで求められる。 
 寺嶋（2008）によると、10 店舗以上の店舗を運営する小売業における定番品の発注頻度
（店舗段階）は、加工食品は週 3 回（隔日発注）とする回答が最も多く、次いで毎日発注
するというものが多くなった。隔日及び毎日発注を合わせると 50.7％と過半になった。日
用雑貨品は週 2 回が最も多く、次いで週 3 回となった。また店頭段階における欠品率（SKU
ベース）は、加工食品、酒類、日用雑貨品のいずれも 0.5％以上 1.0％未満とする回答が最
も多くなった 5。つまり一般的な小売業では、隔日発注あるいは毎日発注で 0.75％程度の
欠品率が実現できれば、現状のオペレーションレベルを維持できるということになる。 
そこで本論文では、目標とする欠品率を 0.5％、1.0％、1.5％に設定し、隔日発注の場合、
毎日発注の場合それぞれについて、理論在庫日数を算出した（表 4-4）。ちなみに当該小売
業では、目標欠品率は定めておらず、発注は隔日で行っている。 
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    表 4-4 理論的在庫水準及び過不足の状況 
 
 
 
理論的な最適在庫水準は、 
① 目標とする欠品率水準が低い、 
② 発注頻度が低い、 
③ 発注リードタイムが長い、 
④ 当該商品の需要変動が大きい場合、 
 数値は大きくなる。表 4-4 で示した 6 パターンでは、目標欠品率 0.5％、隔日発注するケ
ースが最も多くの在庫を所有しなければならない。前述のアンケート結果等も鑑み、ここ
では目標欠品率 1％で隔日発注と毎日発注のケースを取上げ、その場合の過不足を算出し
た。過不足は実際の在庫水準から理論的在庫水準を差引くことで求めた。 
 その結果、大半の商品では現状の在庫水準が理論在庫水準を上回っていることがわかっ
た。目標欠品率を緩和し、隔日でなく毎日発注にすると、ほぼ全商品が店頭の棚在庫で足
りるようになる 6。表 4-4 は店頭の棚在庫のみに関する分析であるが、これに表 4-3 で見た
専用センターにおける在庫分を加味すると、全てにおいて過剰在庫状態にある。 
 なお当該小売業は、数年前より自動発注システムを導入しており、他の小売業に比べ
ると在庫水準は低いとされる。 
 
 
 
0.5% 1.0% 2.0% 0.5% 1.0% 2.0%
1 2 l c 5.0 4.6 4.2 3.3 3.0 2.7 0.1 1.7
2 500 ml b 7.7 7.0 6.3 5.2 4.8 4.3 -1.1 1.2
3 500 ml b 7.1 6.5 5.9 4.8 4.4 4.0 -0.6 1.5
4 500 ml b 8.4 7.7 6.9 5.7 5.2 4.7 -1.1 1.4
5 2 l c 11.2 10.3 9.2 7.7 7.0 6.3 -3.0 0.2
6 500 ml b 5.2 4.8 4.3 3.5 3.2 2.9 2.0 3.6
7 500 ml b 4.9 4.5 4.1 3.3 3.0 2.7 0.8 2.3
8 500 ml b 5.4 5.0 4.5 3.6 3.3 3.0 2.1 3.8
9 2 l c 5.8 5.3 4.8 3.9 3.6 3.2 0.2 2.0
10 2 l c 11.0 10.0 9.0 7.6 6.9 6.1 -4.9 -1.8
11 2 l c 10.5 9.5 8.6 7.2 6.5 5.8 -3.5 -0.5
12 500 ml b 5.9 5.4 4.9 4.0 3.6 3.3 2.0 3.8
13 2 l c 8.0 7.3 6.6 5.4 4.9 4.4 1.4 3.8
14 2 l c 5.0 4.6 4.2 3.3 3.0 2.7 2.9 4.5
15 495 ml a 5.8 5.4 4.9 3.9 3.6 3.2 N.A. N.A.
16 490 ml a 7.9 7.3 6.5 5.4 4.9 4.4 3.7 6.1
17 300 ml a 5.8 5.3 4.8 3.9 3.6 3.2 4.8 6.6
18 350 ml a 6.4 5.9 5.3 4.3 4.0 3.6 7.4 9.4
19～45位の商品
　タイプa：.500ml未満 a 9.8 9.0 8.0 6.7 6.1 5.5 17.2 20.0
　タイプb：500ml以上2l未満 b 7.0 6.4 5.8 4.7 4.3 3.9 2.3 4.4
　タイプc：2l以上 c 7.4 6.8 6.1 5.0 4.6 4.1 1.4 3.6
容量 タイプ
毎日発注で
目標欠品率が
1.0％の場合の
過不足日数
＜店頭段階＞
売上高順
（金額ベース）
隔日発注のケース 毎日発注のケース
理論的在庫日数（最適在庫日数） 隔日発注で
目標欠品率が
1.0％の場合の
過不足日数
＜店頭段階＞
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（４）専用センターの活用の方向 
 
本論文により、小売業専用センターにおける在庫の是非に関し、1 つの方向を指し示す
ことができる。欠品率や発注頻度において、現状のオペレーションレベルを前提にする限
り、多くの商品は店頭の棚在庫で十分足りる可能性が高いというものである。小売業の店
舗近くに設置する小売業専用センターに在庫する必要性は必ずしも高くない。 
 表 4-2、表 4-3 を見ると、全体的に見て売上高シェアの高い商品（特 A、A 商品）ほど在
庫日数が短く、逆に低い商品（B、C 商品）は長いことがわかる。より厳密にそれぞれタ
イプ a、タイプ b、タイプ c 毎に見ると、その傾向は顕著となる。店頭の棚在庫量は最大に
陳列できる量をベースに決定されることが多く、B、C 商品でも最大陳列量いっぱいまで
品揃えされることが少なくないためであろう。つまり B、C 商品は特 A 及び A 商品に比べ、
専用センターに在庫する必要性はより低いといえる。 
 大手食品卸売業である三菱食品（旧菱食）は、特A、A商品はFDC（Front Distribution Center）
と呼ばれるケース主体の前線・近隣型センターに、B、C 商品は後方に位置するバラ主体
の RDC（Regional Distribution Center）といわれる後方・広域型センターに集約させ、B、C
商品をFDCにて特A、A商品とクロスドックさせる形で店舗納品するシステムを構築した。
こうした思想のベースにも、上記の考察があるといえる。高回転商品は欠品する可能性が
高いため小売業の店舗近くにセンターを設置し、そこに保管する必要があるが、低回転商
品は店頭の棚在庫だけで十分足りるため、後方に集約して保管しておいた方が望ましいと
いう考えである。このように小売業専用センターを使用する場合、同社のように品回転率
の高低により在庫の是非を決定するのも１つの方向であると思われる。 
 
 
４－７．本章のまとめ 
 
本章では欠品に関する応用研究として、欠品率を所与とした場合の在庫政策のあり方に
関して考察した。チェーン小売業がベンダーに対して要求する物流サービスレベルの水準
を緩和することが可能であれば、他のロジスティクス政策にどのような拡がりがあるか分
析するものである。昨今多くのチェーン小売業は、自社専用センターを使用しているが、
この専用センターにおける在庫政策を例に分析した。 
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 まず理論在庫量を算出した。理論在庫水準は、サイクル在庫（循環在庫）と安心在庫の
2 つを足し合わせることで求められる。次に、求めた理論在庫水準を、店頭在庫水準及び
専用センターにおける実際の在庫水準と比較し、過不足の状況を分析した。 
 その結果、欠品率や発注頻度において、先行研究結果等に基づく現状のオペレーション
レベルを前提にする限り、多くの商品は店頭の棚在庫で十分足りる可能性が高いというこ
とがわかった。小売業の店舗近くに設置する小売業専用センターに在庫する必要性は必ず
しも高くないと言える。専用センターは在庫型ではなく、通過型を検討する価値がある。 
 一方、商品を売上高シェアにより大別すると、特 A 及び A 商品は不足しているケースが
散見される一方、B 及び C 商品は店頭の棚在庫水準で十分足りる可能性が高いことが分か
った。専用センターに関しては、在庫するのであれば、B、C 商品に比べ、特 A 及び A 商
品は、専用センターに在庫する必要性がより高いと言うことが分かった。 
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第４章の注 
 
1：本章における欠品率は、第 3 章における欠品率とは異なることに留意が必要である。
第 3章において分類したように、欠品率は、①カテゴリーレベル、②商品レベル、③
消費者レベル、の 3 つのとらえ方が存在するが、同点に関しては、②の立場に立つも
のである。しかし第 3 章における欠品率は小売業の店頭欠品を扱った。本章における
欠品率は、専用センター段階での欠品率である。ベンダーは、小売業専用センターに
納品するところまでの義務を負うわけであるから、実際にベンダーが接しているのは、
専用センターにおける欠品であるといえる。 
2：センターフィーは、①センターの運営コスト、②センターから店舗までの配送コスト、を足
し合わせたもの。ベンダーから小売業に支払われる、利用代金（使用代金）を意味する。 
3：小売業における欠品は、①店頭段階、②バックヤード段階、③専用センター段階の 3 つに大
別できる。このうち、①と②については、今回の研究で利用したデータ（一般的な POS デ
ータ）からは区別できない。本論文では、店頭欠品が発生した場合（あるいは店頭の棚が
欠品しそうな場合）は、即座にバックヤード在庫が充当されると仮定し、従業員の怠惰等
による陳列のし忘れなどはないものとした。 
4：需要が発生することで店頭における棚在庫が減少する課程は、正規分布に則ると仮定し
た。想定していたものより減る場合、減らない場合など考えられるが、ここでは欠品
が発生した場合を考えるわけで、正規分布の片側の可能性だけを考慮すれば良いこと
になる。 
5：小売業向けアンケート調査では、棚卸時点での欠品率すなわち本論文でいう「カテゴリ
ーレベル」の欠品率を尋ねている。本章における欠品率は「商品レベル」であるから、
厳密には異なる視点での分析であるガ、今あくまでも参考程度までにアンケートの結
果を用いた。なおカテゴリーレベル及び商品レベルで見た欠品率の違いは、本論文第
3 章に記した。 
6：こでは、店頭の棚在庫とバックヤード在庫の区別をしていない。利用できるデータの
制約上これを区別して分析できないためである。店頭の棚が空いた場合、また空き
そうな場合は、従業員によりバックヤード在庫を至急補充するものと仮定する。 
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第５章 低欠品率の背景にある取引制度に関する研究 
 
５－１．はじめに 
  
 本章では、わが国のスーパーマーケットにおいて低欠品率が実現している理由であると
される、わが国特有の取引制度について考察する。取引制度はメーカーが策定するものだ
が、この取引制度の中に、サプライチェーンコストを勘案した適正な欠品率を実現するた
めのインセンティブがないことを明らかにする。 
 
 
５－２．取引制度と欠品の関係性 
 
 わが国チェーン小売業において欠品率が低い理由は、根源的にはメーカーの取引制度の
不備に求められる。第 2 章第 3 節で見た、貿易用語でいうところの CIF の概念に即した制
度が導入されているため、買い手は売り手に対し、過剰なサービスレベルを要求しやすい
のである。欠品に対するベンダーによる手厚いサポートが、制度により正当化されている
というわけである。 
 以降の流れであるが、わが国における取引制度の枠組みを整理したのち、コストオン方
式とされる購買機能割引の導入の実態を考察する。わが国の状況がコストオン方式になっ
ていないことを明らかにする。 
 なお購買機能割引の内容としては、もっとも一般的かつ導入しやすいとされる「配送ロ
ット割引」を例に、その導入の実態を考察する。配送ロット割引は、1 回の注文量を大き
くすれば、単価を引下げて貰えるという仕組みである。バラ（ピース）で注文するよりボ
ールの方が、ボールで注文するよりケースの方が、ケースで注文するよりパレットの方が、
単価が安くなるというものである。 
 これと欠品との関係性であるが、購買機能割引が導入されていると、1 回当たりの発注
ロットサイズを拡大することで、発注者は注文する商品の単価を引き下げて貰うメリット
を享受する。しかし発注ロットサイズが拡大し、発注頻度が低減すると、急な需要変動に
応えにくく、小ロットでの発注時に比べ在庫負担や欠品のリスクが高まってしまう。この
どちらを重視するかは事業者の戦略に拠るところだが、いずれにせよ「低サービス・低コ
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スト型」を選択するか、「高サービス・高コスト型」にするか事業者は選ぶことができる。
欠品リスクが多少高まろうと、その分の納価引き下げのメリットを享受した方がよい、と
いうようなアプローチがとれるのは、これから考察するコストオン方式の取引制度が敷か
れているからに他ならない。 
 
 
５－３．わが国における取引制度の枠組み 
 
 わが国ドライグローサリー業界におけるメーカーの取引制度の特徴は、先行研究で見た
ように、高橋（2008）によると、特約店制度、建値制度、取引機能割引・割戻し、流通販
促費の 4 つに整理される。このうち建値制度及び取引機能割引・割戻しに関しては、貿易
用語でいうところの CIF の概念が採用され、売り手企業が提示する取引価格に、買い手企
業に届けるまでの物流コストを含めるというものである。買い手を小売業とした場合は
「（小売）店着価格」と称される。これに対し海外では FOB（Free On Board）の考え方に
則り、基本的には取引価格に物流コストを含めず、製販価格に各種流通サービスの料金が
オンする形がとられている。 
 そもそもわが国メーカーが、CIF の概念に基づく取引制度を導入した背景には、縦に長
い地形である事情があるものと思われる。北海道の小売業であれ、九州の小売業であれ、
同一に処遇したい、すなわち一定の価格で販売したいというマーケティング戦略上の狙い
があったためである。コストオン方式では、どうしてもメーカーの出荷拠点から遠い小売
業では、販売価格が高くなってしまう。このように同制度は、どのエリアであれシェアを
伸ばしたいと考えるメーカーが創り出した仕組みであった。 
しかし流通の視点から見ると、こうした取引制度は様々な問題を抱えるものに他ならな
い。流通費込みの価格で取引されるということは、買い手企業にしてみれば、提供される
流通サービスのレベルを認識し難くなる。「どんぶり勘定」だからである。さらにいえば、
一定の金額で購入できるのであるから、買い手企業の合理的な行動は、より高いサービス
レベルを要求することになる。結果わが国では、多頻度小口配送、時間指定納品、99.999％
とされる納品精度、売り手企業に欠品ペナルティを課してまで実現される欠品なしの状態、
さらには書面化されていない物流サービス等が、売り手企業から買い手企業に提供されて
きたのである。コストオン方式の取引制度であれば、提供機能に見合ったフィーが要求さ
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れるため、買い手企業及び売り手企業により流通の合理化が促進されたであろう。このよ
うに、流通の合理化を促進する上で取引制度を整備することは極めて重要といえる。 
 それではコストオン方式の取引制度は、どのように設計すれば良いのだろうか。わが国
の取引制度を加藤（2000）に従い整理すると、図 5-1 のようになる。上記の高橋（2008）
が整理した、わが国の取引制度の特徴である、建値制度、取引機能割引・割戻し、流通販
促費の 3 つに該当するものを、図式化したものである。 
  
 
 
図 5-1 建値制度における価格形成 
 
         （資料）加藤（2000）にもとづき筆者作成 
 
 
基準価格から割り引くものは、取引機能割引及び流通販促費、の 2 つがある。取引機能
割引はさらに、販売機能割引と購買機能割引に分けられる。販売機能割引は、本来メーカ
ーが小売業に対して販売機能を提供するところを、卸売業が代替してくれたので、その存
在や働きに対して支払うものである。基本手数料は、小売業との取引に対する割引・割戻
し、帳合手数料は、2 次卸との取引がある場合の割引・割戻し、分荷手数料は卸売業が物
流機能を担う場合に支払うものである。これら販売機能割引は、3 段階建値制度下で機能
してきた仕組みをいまなお維持していることに起因する。 
一方、本節の研究対象である購買機能割引は、買い手企業の購買機能が異なることを前
（ ）基準価格 生産者価格 
取引機能割引
流通販促費
販売機能割引
購買機能割引
基本手数料
帳合手数料
分荷手数料
物流条件割引
発注条件割引
決済条件割引
（ ）期間リベート 卸売業向け・小売業向け 
（ ）販促企画費 卸売業向け・小売業向け 
＝ － －ネット価格 基準価格 取引機能割引 流通販促費
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提に、取引の効率化が促進される場合に支払うものである。物流条件割引は発注ロット
数量や配送ロット数量に応じた割引・割戻し、発注条件割引は EOS（Electronic Ordering 
System）発注 1 等に対する割引・割戻し、決済条件割引は決済条件に応じた割引・割戻
しである。いずれも、取引の効率化を促す役割があるといえる。 
 流通販促費は、期間リベートと販促企画費に大別される。期間リベートは、一定期間の
プロモーションにおける販売実績を評価して、事後的に報償及び謝礼として支払うもので
あり、年間販売数量契約リベート等が該当する。また販促企画費は、個別のプロモーショ
ンを対象にした流通対策費であり、エンド大陳やチラシ等への協力金や、プロモーション
に要する資材費等が提供される。 
 本章における研究は、流通の効率化を促すインセンティブを有する購買機能割引の導入
実態について分析するものである。なかでも一般的であるとされる、配送ロット割引制度
の導入実態に焦点をあてる。 
 
 
５－４．メーカー向けアンケート調査による購買機能割引導入の実態把握  
 
（１）アンケート調査の概要 
 
上述した購買機能割引を導入しているメーカーは、実際にはどのくらいあるのだろうか。
購買機能割引には、ロット割引、EOS 発注等に対する割引・割戻し、決済条件割引など種
類があるが、前述したように、本論文では配送ロット割引に焦点をあて考察する。 
 日本国内のドライグローサリー・メーカーを対象に「ロジスティクス及び取引制度に関
するアンケート」を実施し、配送ロット割引を設定しているか否かを尋ねた。アンケート
調査の概要は表 5-2 に示すとおりである。 
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表 5-2 メーカー向けアンケート調査の概要 
アンケート名 ロジスティクス及び取引制度に関するアンケート 
実施期日 2010 年 12 月（送付から回収までは 3 週間） 
対象企業 国内ドライグローサリー・メーカー 
調査方法 郵便法 
発送数 748 社（うち宛先不明により 7 通が返却） 
回収数 70 社（回収率＝9.4％） 
 
 
（２）アンケート調査の結果 
 
分析に先立ち、メーカーを食品系と日用雑貨品系（日雑系）に分類した。その上でそれ
ぞれ配送ロット割引を設定しているか否かを分析した。なお食品系メーカーは、JICFS 中
分類に従い、「加工食品」「菓子」「飲料・酒類」の 3 業種に分類した。 
配送ロット割引を設定している企業は表 5-3 に見るように 15％になったが、食品系 15％、
日雑系 17％とカテゴリーによる差異は見受けられなかった。しかし、食品系 3 業種では、
Fisher の正確検定（両側）を行うと、有意水準 5％で統計的に有意な差が認められた。標本
数が少ないため断定はできないが、「飲料・酒類」の方が配送ロット割引を設定している企
業が多いことになる。これらは水モノといった荷嵩商品を取り扱う業界であり、物流コス
ト削減の意向が強いためと推測されよう。一方加工食品及び菓子業界では、配送ロット割
引の導入についてはこれからの課題といえる。 
配送ロット割引を導入するには、その割引率を算定することが不可欠である。プロクタ
ー・アンド・ギャンブルジャパンでは、100～299 ケースであればベース価格、300～599
ケースであれば 1.0％引き、600 ケース以上であれば 1.5％引き、工場直送・10 トントラッ
ク・パレット納品であれば 2.5％引きと明確にその基準を提示している。 
ロットサイズが拡大するにつれて単位当りの価格が低減するのは、物量の集約によりそ
れに係る人件費等のコストが削減されるからに他ならない。200 ケースの場合と 600 ケー
スの場合とでは、どちらを運ぶにしてもトラック運転手を 1 人使用するとなれば、当然ロ
ットサイズを拡大した方が、単位当りの物流コストを低減できることになる。 
こうした料率を厳密に設定するには、物流 ABC（Activity Based Costing：活動基準原価計
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算）のようなノウハウが必要である。寺嶋（2008）は、センターからビールを出荷する場
合、バラの場合は 1 本当たり 46.9 円、ケースの場合は 5.9 円と算出した。これらは ABC
によって明らかになるものである。こうしたコスト構造を把握することで、それに見合っ
たプライシングをすることが可能になる。 
そこで次に、実際に購買機能割引を設定している企業と設定していない企業に対し、物
流 ABC の実施経験について尋ねた。表 5-3 に示す通りである。Fisher の正確検定（両側）
を行った結果、有意水準 5％で統計的に有意な差が確認できた。配送ロット割引を設定し
ている企業の 50％が、設定していない企業の 15％が物流 ABC のノウハウを持っているこ
とがわかる。 
表 5-4 に見るように、そもそも配送ロット割引を設定している企業が少ないわけだが、
その設定している企業にしても、物流 ABC などのノウハウがない状態で、割引制度を運
用していることが明らかになった。より厳密な意味で取引機能割引を導入している企業は、
ごくわずかであるといって良いであろう。 
ここでは最も一般的な内容の１つである配送ロット基準を例にとったが、欠品のない状
態に対しても、たとえば「納品精度 98％であれば○円」「納品精度 99％であれば△円」の
ように設定することができれば、コストに見合ったサービスが要求されるようになるもの
と思われる。 
 
 
表 5-3 ドライグローサリー・メーカーの配送ロット割引の設定の有無 
 
 
 
設定して
いる
設定して
いない
食品系メーカー 7（15%） 40（85%） 47（100%）
加工食品 1（ 4%） 25（96%） 26（100%）
菓子 1（ 8%） 11（92%） 12（100%）
飲料・酒類 5（56%） 4（44%） 9（100%）
日雑系メーカー 3（17%） 15（83%） 18（100%）
合　計 10（15%） 55（85%） 65（100%）
合　計
配送ロット割引の設定の有無
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表 5-4 配送ロット割引の設定と物流 ABC実施経験の有無 
 
 
 
５－５．本章のまとめ 
 
本章では、わが国のスーパーマーケットにおいて、低い店頭欠品率が実現している理由
の１つであるとされる取引制度について考察したものである。取引制度はメーカーが策定
するものだが、この取引制度の中に、店頭欠品率が低い状態にさせるインセンティブが存
在する。 
 わが国ドライグローサリー業界におけるメーカーの取引制度の特徴は、特約店制度、建
値制度、取引機能割引・割戻し、流通販促費の 4 つに整理される。このうち建値制度及び
取引機能割引・割戻しに関しては、貿易用語でいうところの CIF の概念が採用され、売り
手企業が提示する取引価格に、買い手企業にお届けするまでの物流コストを含めるという
ものである。買い手を小売業とした場合は「（小売）店着価格」と称される。これに対し海
外では FOB（Free On Board）の考え方に則り、基本的には取引価格に物流コストを含めず、
製販価格に各種流通サービスの料金がオンする形がとられている。 
 流通費込みの価格で取引されるということは、買い手企業にしてみれば、提供される流
通サービスのレベルを認識し難くなる。一定の金額で購入できるのであるから、買い手企
業の合理的な行動は、より高いサービスレベルを要求することになる。結果わが国では、
多頻度小口配送、時間指定納品、99.999％とされる納品精度、売り手企業に欠品ペナルテ
ィを課してまで実現される欠品なしの状態、さらには書面化されていない物流サービス等
が、売り手企業から買い手企業に提供されてきた。 
本論文では、米国型取引制度の根幹ともいえる、購買機能割引の導入状況について考察
したものである。メーカーを対象にその実態を考察した。購買機能割引には、ロット割引、
EOS 発注等に対する割引・割戻し、決済条件割引など種類があるが、本論文では配送ロッ
行ったことが
ある
行ったことが
ない
食品系メーカー 設定している 3（43%） 4（57%） 7（100%）
設定していない 5（13%） 35（88%） 40（100%）
日雑系メーカー 設定している 2（67%） 1（33%） 3（100%）
設定していない 3（20%） 12（80%） 15（100%）
合　計 設定している 5（50%） 5（50%） 10（100%）
設定していない 8（15%） 47（85%） 55（100%）
配送ロット割引の
設定の有無
合　計
物流ＡＢＣ実施の経験の有無
  
65 
ト割引に焦点をあて分析した。 
 カテゴリー別にみると、飲料や酒類を取り扱うメーカーは配送ロット割引を設定してい
る企業が多い一方、加工食品や菓子メーカーは少ないことが分かった。 
さらにコストオン方式を行う上で必須とされる物流 ABC の実施状況についても尋ね、
購買機能割引を導入するとしないに関わらず、物流 ABC は実施していない企業が大半で
あることを明らかにした。 
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第５章の注 
 
１：電子発注システムのこと。受発注業務を軽減、省力化するためのシステムで、これにより
熟練者でなくても、容易に受発注業務に携わることができるようになる。 
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第６章 結論 
 
第 3～第 5 章の分析を通じて、本論文の横断的な解釈と実務活用について述べる。 
本論文は、下記の 3 つのテーマから構成されている。 
 
テーマ 1：欠品率の概念を整理し、機会損失の概念を組み入れた新たな欠品率の 
推定方法を提案（第 3 章） 
テーマ 2：欠品率を所与とした場合に他のロジスティクス政策（本論文では専用 
センターにおける在庫政策を取り上げた）にどのような可能性が拡がるかの 
分析（第 4 章） 
テーマ 3：わが国において低欠品率が実現している背景にあるとされる、わが国特有の 
取引制度に関する分析（第 5 章） 
 
1 つ目のテーマである「欠品率の概念を整理し、機会損失の概念を組み入れた新たな欠
品率の推定方法を提案」であるが、先行研究を見ると、欠品を取扱う論文及び書籍の数自
体が少ない中、その数少ない既存研究にしても、欠品率の定義すら行われていない状況が
繰り広げられている。実務の世界では小売業が把握する欠品率は、月に 1 度あるいは数ヶ
月に 1 度行う棚卸しの時に把握するのが一般的である。コンピュータ在庫と実在庫がきち
んと合致しているか確認するために行う作業である。 
しかしより厳密には、在庫データと売上予測値を照合することで、機会損失を求めるべ
きである。本来並べていたら売れていたであろう売上数量を考慮することで求められる数
値である。本論文では中規模食品スーパーにおける実際のデータ（販売データ、コーザル
データなど）を用いて売上予測を行うと同時に、同予測値と在庫データを照合することで、
商品レベルの欠品率（＝販売機会ロス）を推定した。こうした算出モデル及び算出結果を、
サプライチェーンを構成する企業が共有することで、どのような商品がどれくらいの機会
損失を出しているか把握することができ、真に必要な流通活動を行っていくことができる
ようになる。想定される機会損失額が非常に大きいのであれば、そこに資源を投入し、機
会損失額の削減に努めるべきであるが、さほど大きくないのであればむしろ資源を投入せ
ずコスト削減に努めた方が良い可能性がある。いずれにせよ、どのような流通活動を行う
か判断する材料として、こうした機会損失額を把握することは極めて有用なものになる。 
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 同研究に関する今後の課題だが、まずは需要予測の精緻化が挙げられる。本論文では対
数加法モデルを用いたが、同モデルを採用するにしても、変数選択の問題がある。たとえ
ば今回組み込まなかった、天気や気温なども考慮した方が良い可能性がある。 
 また本論文では、お茶カテゴリーに属するごく一般的な商品を選んだ。お茶カテゴリー
は回転率が高いが、日用雑貨品や医薬品など遅い商品で分析した時、その違いがどのよう
であるかに関しても、機会を改め考察したい。なかでも在庫が難しく、賞味期限が短い惣
菜カテゴリーなどにおいては、より欠品分析の必要性があると考える。 
 さらに本論文で対象とした小売業は、前述したように古くから自動発注システムを導入
していることもあり、在庫管理・発注管理レベルの高さは業界内外を問わず知られるとこ
ろとなっている。本論文では欠品率の算出方法に焦点をあてたが、同アプローチを用いて、
わが国全般の欠品率の高低を論じる場合は、広く他の小売業のケースも参考にしなければ
ならない。 
 次に研究テーマ 2 であるが、「欠品率を所与とした場合の、小売業専用センターにおける
在庫政策のあり方」について考察した。わが国チェーン小売業の多くは自社専用センター
を開設し、運営している。大手スーパーマーケットやコンビニエンスストアは、DC（在庫
型センター）を志向するケースが多い。専用センターを TC（通過型センター）にするか
DC にするか、はたまた併合型にするかは、同業界において古くから議論されてきた主要
なテーマの 1 つである。しかし依然として明確な答えは出されていない。 
 本論文はこうした状況を鑑み、欠品研究の視点から、こうした問題に 1 つの方向性を与
えることを目的とした。チェーン小売業の売り場における目標欠品率を所与とした場合に、
専用センターはどのように活用すべきか、また活用することが可能か考察するものである。
在庫のもち方に関して考察した。 
具体的な流れとしては、まず標準的な大手小売業における販売データ（POS データ）を
用いて店頭における目標欠品率を実現するための理論的な在庫水準を求めた。そしてそれ
が実際の在庫水準とどのように乖離しているか考察した。目標欠品率を達成するには、多
くの商品において現状の店頭在庫のみで十分である可能性が高く、専用センターに在庫す
る必要性が低いことがわかった。こうした研究を行うことで、そしてその成果を各企業で
共有することで、たとえば目標欠品率をある水準にしたら在庫はどれだけもつ、また別の
ある水準にしたら在庫はこれだけもつ、といったようにサービスレベルとコストのバラン
スをとることが可能になる。 
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同研究に関する今後の課題だが、小売業専用センター開設のメリットは、配送の効率化
や店頭における品出し業務の簡素化など、実に多岐にわたる。今回は在庫政策の点からそ
の是非を考察したが、今後、輸送コスト、発注コスト、品揃えコスト等を初めとする様々
なコストを考慮することで同問題をより総合的に分析し、専用センターの存在意義につい
て検討を加えて参りたい。 
 さらに小売業の専用センターに関し、サプライチェーン全体の視点からの分析も不可欠
である。専用センターを使用しないとなると、そこで担われていた機能は卸やメーカーと
いった川上段階に代置されなければならない。このようにサプライチェーン全体の枠組み
から分析することでこの種の課題に応えて参りたい。 
 研究テーマ 3 であるが、わが国において低欠品率が実現している背景にあるとされる、
わが国特有の取引制度に関する分析を行った。低欠品率を実現するために、わが国ではメ
ーカーや卸売業の多くが、小売業に対して過剰なまでのサービスを行っている。多頻度小
口配送、時間指定納品、短リードタイムでの納品、などが日常茶飯事に行われている。 
 研究テーマ 2で明らかとなったように、欠品率の水準を一定あるいは幾分緩和した時に、
他のロジスティクスコストがどれだけ下がるか、様々なシミュレーションを行って議論す
ることは大変意義深いが、しかしこれは机上の空論で終わる可能性が高い。なぜなら、そ
うしたシミュレーション結果を実行に移すための、インセンティブがないからである。わ
が国の取引制度は、欧米諸国と異なり、かかったコストに見合ったフィーが徴収される、
いわゆるコストオン方式になっていない。どのようなサービスが提供されようと納品価格
は一定という、どんぶり勘定型の取引制度になっている。買い手企業は、売り手企業がど
のようなサービスをしようと一定の納品価格で購入できるのであるから、当然売り手企業
に対して様々な要請をするようになる。 
低欠品の実現のみならず、割高な物流サービスについて考察するとき、「高サービスなが
ら高コスト」「低サービスながら低コスト」のような選択肢を、売り手企業及び買い手企業
がもつようにするには、コストオン方式の取引制度を導入する必要がある。 
 本論文ではこうしたコストオン方式の取引制度導入の必要性について論じると同時に、
わが国において「取引機能割引」がどの程度採用されているか、アンケート調査を行った。
なかでも最も一般的な配送ロット割引に焦点をあてたが、その設定している企業にしても、
物流 ABC のノウハウがない状態で、割引制度を運用していることが明らかになった。よ
り厳密な意味で取引機能割引を導入している企業は、ごくわずかであるといって良いであ
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ろう。 
 同研究に関する今後の課題だが、上述した内容は、これまで長い間指摘されてきた問題
である。コストオン方式の取引制度を導入することのメリットはわかっていながら、ほと
んどの企業はそちらに舵を切れない。1999 年にプロクター・アンド・ギャンブルが新取引
制度と称して取引機能割引の全面的な採用に踏み切ったが、その後、企業が後に続かない
のは何故だろうか。こうした面に関する研究も、今後さらに深めて参りたいと思う。 
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付録Ａ 小売業向けアンケート調査及び消費者向けアンケート調査の概要 
 
小売業向けアンケート調査の概要 
アンケート名：加工食品・酒類・日用雑貨品（化粧品を含む） のロジスティクス（物流） 
に関するアンケート 
実施時期  ：2012 年 2 月（回収期間 3 週間） 
対象企業  ：『日本スーパー名鑑 2012』（株式会社商業界）に掲載されている小売業の 
中で、対象カテゴリーを取り扱い、かつ運営１事業（業態）あたり 5 店舗 
以上を展開している小売業。ただし、コンビニエンスストアを除く 
対象商品  ：加工食品・酒類・日用雑貨品（化粧品を含む） 
調査方法  ：郵送法 
発送数   ：760 社 
回数数   ：126 社（回収率＝16.6％、宛先不明等で戻ってきた 2 社を除いて算出） 
注）一般家庭用の商品が対象で、業務用商品は対象外。常温のドライ商品が対象で、チル
ド・冷凍商品は対象外。 
 
 
 
消費者アンケートの概要 
アンケート名：スーパーマーケットにおける欠品に関するアンケート 
実施時期  ：2008 年 3 月 
回答者   ：スーパーマーケットでレギュラーコーヒーの購入経験を有する女性 
       マクロミル社のモニターを使用 
対象商品  ：加工食品・酒類・日用雑貨品（化粧品を含む） 
調査方法  ：インターネット 
発送数   ：350 人 
回収数   ：309 人（回収率＝88.3％） 
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付録Ｂ 研究テーマと執筆した論文及び学会発表の関係性 
 
 
【テーマ１：欠品率の推定方法に関する研究（第３章）】 
 
   タイトル ：在庫データ及び売上予測を用いた欠品率の推定に関する研究 
   著者 ：寺嶋正尚・椿広計 
   手法 ：小売業の売り場に関するデータ（POS、コーザル、在庫）を分析 
   投稿誌 ：日本物流学会 NO.14 に採択済（2006 年 5 月） 
学会発表 ：日本物流学会・第 22 回全国大会にて発表（2005 年流通経済大学） 
 
 
【テーマ２：欠品率を所与とした場合の小売業専用センターの在庫政策に 
関する研究（第４章）】 
 
   タイトル ：小売業専用センターにおける在庫の是非に関する研究 
   著者 ：寺嶋正尚・椿広計 
   手法 ：小売業の売り場及び専用センターに関するデータ 
（POS、コーザル、店頭在庫、センター在庫）を分析 
   投稿誌 ：日本物流学会 NO.16 に採択済（2008 年 5 月） 
学会発表 ：日本物流学会・第 29 回全国大会にて発表 
（2007 年 9 月 24 日・神奈川大学） 
 
【テーマ３：低欠品率の背景にあるとされる取引制度に関する研究（第５章）】 
 
 タイトル ：取引制度における取引機能割引に関する基本的考察 
  著者 ：寺嶋正尚・木島豊希 
  手法 ：メーカー向けアンケート調査を実施 
  投稿誌 ：日本物流学会 NO.20 に採択済（2012 年 5 月） 
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【その他、欠品研究の背景や問題意識に関する学会発表及び論文】 
 
論文 1 
   タイトル ：わが国スーパーマーケットにおける欠品に関する研究 
   著者 ：寺嶋正尚 
   手法 ：消費者向けアンケート調査を実施 
   投稿誌 ：産業能率大学紀要第 30 巻第 2 号に採択済（2010 年 2 月） 
 
論文 2 
   タイトル ：わが国チェーン小売業の専用センターに関する基本的考察 
   著者 ：寺嶋正尚 
   手法 ：小売業向けアンケート調査を実施 
   投稿誌 ：産業能率大学紀要第 33 巻第 1 号に採択済（2012 年 9 月） 
 
学会発表 1 
タイトル ：スーパーマーケットにおける欠品に関する研究 
  手法   ：小売業向けアンケート調査を実施 
  学会発表 ：日本物流学会・第 22 回全国大会にて発表 
（2005 年 9 月・流通経済大学） 
 
学会発表 2 
タイトル ：チェーン小売業の視点から見た 
サプライチェーン効率化の阻害要因に関する研究 
  手法   ：小売業向けアンケート調査を実施 
  学会発表 ：日本物流学会・第 29 回全国大会にて発表 
（2012 年 9 月 15 日・流通科学大学） 
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正誤表 
 
42ページ／下から 5行目 
誤「207.0」 
正「293.0」 
 
51ページ／図表 4-3の右側部分 
誤「売上下位 80％（27商品）特 A及び A商品」 
正「売上下位 80％（27商品）B及び C商品」 
 
 
